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4はじめに
第1節 研究の背景と目的
韓国の法律事務所は、10 年余り前までをみても、クライアント開発のためにそれほど努
力をしなくても運営に大きな支障はなかった。弁護士の数が相対的に少なく、それなりの
既得権を享受しつつ安定した収益を得ることができた。しかし、環境は変わり始めた。ま
ず、司法試験の合格者数の増加によって弁護士 1 人当たりの処理し得る事件の件数が徐々
に減っていき、安定した収益を得るのがだんだんと難しくなってきた。2009 年度から始ま
った韓国ロースクールの卒業生が輩出されるとこれは一層加速するのが明確である。次に、
クライアントである企業のグローバル化に伴って、法律事務所の法律サービスもグローバ
ル化、多様化、専門化を迫られることになった。特に、法律サービス市場が開放され、グ
ローバル化、専門化された欧米の大手ローファームが国内法律サービス市場に侵入するよ
うになると、国内のローファームないし個人事務所はますます苦しい状況に置かれるよう
になるのが明らかであろう1。
難しい環境の変化に対していかに対処すべきであろうか。これは韓国の法律事務所とし
ては死活問題であるといわざるを得ない。1987 年から段階的に法律サービス市場を開放し
てきた日本の場合は韓国と多少異なる面がない訳でもないが、今後日本の弁護士や日本の
法律事務所が変わらなければならないという点においては韓国と似ているといえる。
筆者が所属している韓国のローファームである法務法人(有)和友2(以下、「法律事務所 H」
という)は、2007 年 4 月に海外事務所としては初めて日本事務所を開設し、筆者は日本事務
所の代表として日本で外国法事務弁護士として活動している。法律事務所 H が日本事務所
を開設した理由は、上記にて検討した外部環境の変化により積極的に対応するためであっ
た。すなわち、「ワールドクラス・ローファーム」を目指すという法律事務所 H のビジョン
を実現するために、押し寄せるグローバル化の波に飲み込まれずに、むしろこれをうまく
利用すべきであるというパートナー弁護士らの共通認識があったためである。
したがって、日本事務所は法律事務所 H の海外展開戦略の前哨基地としての意味も有し
ているといえる。しかし、日本事務所の現実はそれほど甘いものではなかった。様々な試
行錯誤を経ながら日本の法律サービス市場を開拓しようと努力してきたが、未だに「これ」
といえる明確な戦略を見い出せずにいるというのが率直な自己診断である。
1 2010 年 10 月 6 日に韓国は EU と FTA 協定を締結し、これに伴って韓国の法律サービス市場は
段階的に開放されるが、これに対してイギリスの大型ローファームが韓国内への進出を急いで
いるという(『法律新聞』2010 年 10 月 11 日)。
2「和友」の韓国語の発音は「ファウ」であり、英語の表記は、YOON&YANG LLC である。
5このような背景の下で、日本の法律サービス市場も海外市場の 1 つとみなして、日本市
場を含めた法律事務所 H の海外戦略をマーケティングの観点からみつめることが本研究の
目的である。また、本研究が未だ国内市場、国内関連案件に偏重してグローバル化に遅れ
をとっている韓国と日本の法律事務所の今後の戦略樹立にも役立つことを願う。
第2節 研究の方法と構成
法律とは、各国の固有の文化的所産物であるため、法律サービスのグローバル化とは当
初は考えにくかった。しかし、法律サービスも依頼人(顧客)のニーズに応じなければならな
いサービス業の一種で、顧客のグローバルニーズがある場合にはこれに応じざるを得ない。
このような必要性によって、イギリスとかアメリカに拠点を置いた欧米の法律事務所はか
なり前からグローバル化戦略を駆使して来た。これに対して、日本は欧米法律事務所の執
拗な要求にやむを得ず 1987 年から段階的に法律サービス市場を開放し、韓国も FTA を締結
した国々を中心に法律サービス市場を開放しようとしている。このような状況で韓国の法
律事務所 H は日本事務所の設立を皮切りに海外展開を始めたが、明確なグローバル戦略を
持っていたからではなかった。むしろ、既にグローバル展開している欧米の法律事務所の
戦略を検討しながら、法律事務所 H ならではのグローバル・マーケティング戦略を探らな
ければならないのである。
一方、グローバル展開を早くから始めた欧米法律事務所の例をみると、ほとんどが自分
のクライアントのニーズに応えるためにグローバル展開をしてきたことが分かる。つまり、
顧客満足のため、グローバル展開してきたわけである。それで、本研究では、顧客満足戦
略を切り口で法律事務所 H のグローバル・マーケティング戦略を検討してみる。
そこで、本研究は、まずマーケティングに関するテキストなどの文献を参照して、法律
サービス市場の概念と特性について検討し、グローバル化という環境の変化に従って法律
サービス市場はどのように変化していくかを診断する。また、現在の状況に対する診断に
よって、日本と韓国の法律サービス市場の現在及び今後の状況を検討し、法律事務所 H の
現在の状況を検討する。その後、先駆ける欧米のグローバル・ローファームの先例及び戦
略を文献調査及びインタビュー調査方法などを通じて再び整理し、これらのローファーム
が駆使してきたグローバル・マーケティング戦略から法律事務所 H が学ぶべき点は何であ
るかを確認する。上記のような現象分析と先行事例の調査・分析を通じて、グローバル化
時代に法律事務所Hに要求されるマーケティング戦略を顧客満足戦略という観点から検討、
整理する。最後に、法律事務所のグローバル化に対する制約点と問題点を再び整理しよう
と思う。
よって、本研究の構成は下記のとおりである。
まず、外部環境の変化及び現在の状況分析として第 1 章「法律サービス市場とグローバ
6ル化による環境の変化」、第 2 章「日本と韓国の法律事務所の現象と今後の予想」、その後、
先行研究及び先例紹介として第 3 章「グローバルマーケティング戦略の先行研究－欧米法
律事務所の海外戦略事例を中心に」、法律事務所 H に要求されるマーケティング戦略につい
ては第 4 章「グローバル化時代における法律事務所のマーケティング戦略－法律事務所 H
を中心に」、最後に、「法律事務所のグローバル化に対する制約点及び問題点について」は
第 5 章で整理する。
7第1章 法律サービス市場とグローバル化による環境の変化
第1節 法律サービス市場の概念および特性
法律サービス市場の概念を定義する前に、まず、市場とは何であり、マーケティングと
は何であるかについて簡単に検討してみる必要がある。なぜなら、法律事務所が市場シス
テムの一軸を担う法律サービス市場も市場の一種であり、法律サービス市場もマーケティ
ング・マネージメントの対象となるからである。つまり、市場メカニズムとマーケティン
グの概念などに基づいて法律サービス市場の概念を定義することが、法律事務所のグロー
バル・マーケティング戦略を研究する本研究の趣旨に符合する接近方法ではないかと考え
るのである。
1. 市場とは
市場（Market）とは従来、購買者と販売者が財を交換するために集まった物理的な場所の
ことであった。経済学者は、住宅市場や穀物市場のように、市場とは特定の製品や製品群
の取引をする買い手と売り手の集まりであるとしている。現代の経済活動はそうした市場
のいたるところに見られる。市場は、通常は需給に関する理論によって支配されている。
単一の商品が交換される特定化された市場と抽象的な市場との両方が存在する。つまり、
例えば、青果などの卸売市場のように物理的に場が存在し、実際に競り人が需要者と供給
者のあいだを取り持つ場合と、一般的な財、サービスの価格決定のように競り人が存在せ
ず、市場が物理的に存在しない場合がある。経済的には後者のような場合も抽象的に市場
が存在しているものとして捉えている。
市場が物理的に存在していなくても、それを市場と呼ぶのは、それぞれの交換取引が他
の交換取引と関係しているからである。例えば、チョコレートを買う際にある店が安いか
らそちらに客が行くと、客の来なくなった店は値下げしなければ売れない。このように物
理的に連携していなくても、経済的に影響し同調する状況は市場と呼べる。この意味では
マーケットという場合も多い。
影響しあう範囲を切り分けるので、「日本の自動車市場」とか「中国の大豆市場」と呼ば
れる。各国の国民経済の連携が強まっている昨今は「世界市場」や「全球市場（中国語よ
り）」というような使われ方もある。
マーケターはよく「市場」という言葉を様々な顧客の分類に使う。マーケターは売り手
が産業を構成し、買い手が市場を構成するという見方をする。そして、ニーズ市場(ダイエ
ット食品を求める市場)、製品市場(靴の市場)、デモグラフィック市場(若者を対象にした市
場)、地理的市場(フランスの市場)を語る。あるいはコンセプトを拡大して、有権者市場、
8労働者市場、寄付者市場といった表現をする。売り手と買い手は、４つの流れで結ばれて
いる。売り手は財やサービス、コミュニケーション(広告、ダイレクトメール)を市場に送り、
その見返りにお金や情報(態度、販売データ)を受け取る(図 1-1 参照。この図の内側の線は
財やサービスとお金の交換を意味し、外側の線は情報の交換を表している。
図 1-1 簡単なマーケティング・システム
出所：Philip Kotler、Kevin Lane Keller(月谷真紀訳)『Marketing Management(第 12 版)』
2. マーケティングとは
マーケティングの定義については様々な見解が存在するが、本研究では Philip Kotler、
Kevin Lane Keller の定義にそのまま従うことにする3。
マーケティングとは、人間や社会のニーズを見極めてそれに応えることである。マーケ
ティングを最も短い言葉で定義すれば「ニーズに応えて利益を上げること」となろう。
アメリカ・マーケティング協会(AMA)は、公式の定義として次のように述べている。「マ
ーケティングとは、顧客に向けて価値を創造、伝達、提供し、組織および組織を取り巻く
ステーグホルダーに有益となるよう顧客との関係性をマネジメントする組織の機能および
一連のプロセスである」。
マーケティングに携わる人がマーケティングの対象として扱うものは 10 種類ある。財、
サービス、イベント、経験、人、場所、資産、組織、情報、そしてアイデアである。法律
というのは、上記の 10 種類のうち、サービスに該当すると思うので、サービスについて簡
単に述べたい。サービスとは、航空会社、ホテル、レンタル会社、理容師や美容師、修理
工や整備工などの仕事に加えて、会計士、銀行員、弁護士、エンジニア、医師、ソフトウ
ェア、プログラマー、経営コンサルタントなど企業内外で働く専門家の仕事をいう。経済
が成長するにつれて、サービスの提供を中心とする活動が増えていく。今日のアメリカ経
3 Philip Kotler、Kevin Lane Keller(月谷真紀訳)『Marketing Management(第 12 版)』6-7 頁
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9済は、サービスと財が 7 対 3 の割合になっている4。
3．法律サービス市場の概念および特性
法律サービス市場の概念について公式的に定義をしている機関や文献はみつけられない。
そこで、本研究では上述した市場、マーケティングなどの定義に基づいて、法律事務所の
特性を考慮して、筆者が独自に定義をする。
法律事務所は一定の資格を備えた法律専門家である弁護士が法律サービスを必要とする
顧客に対して法律サービスを提供し、これに対する対価の支払いを受けて運営されるとこ
ろである。従って、法律事務所もサービス業種に属し、法律サービス市場というサービス
市場の一軸(供給者)を担うところであるといえる。したがって、法律事務所の他の職域と異
なる特性はそのまま法律サービス市場の特性として反映されるといえる。
そこで法律サービス市場の概念について定義をしてみる。法律サービス市場とは、法律
サービスを必要とする需要者のニーズに応えて、法律事務所を中心5に行われる法律サービ
ス需給システムと定義することができると思う。法律サービス市場は他の市場と同じく、
通常需要と供給の法則に支配される。すなわち、弁護士の報酬の決定時に重要視されるの
は、まさに需要と供給の状況であるといえる。法律サービス市場もサービス市場の一種で
あるので、顧客のニーズに応えて顧客の利益を上げる方向に動いており、そのように動く
ようにマネージメントされなければならない。すなわち、優れた顧客価値を創造し、提供
し、伝達することによって、顧客を獲得し、維持し、育てていくマネージメントが必要で
ある。
このような法律サービス市場の特性、他のサービスとの異なる点をいくつか検討してみ
る。
1) 各国によって法律サービスの内容が異なる。
法律サービスとは、法律に基づいて行うサービスである。したがって、法律が異なると
法律サービスの内容が異なる場合がある。それにもかかわらず、法律とは、その国家ない
しその社会の固有の文化的・歴史的環境によって異なる場合がある6。したがって、法律サ
4 Philip Kotler、Kevin Lane Keller、前掲書、9 頁
5
最近インタネットなどの発展によって弁護士という専門家でない法律専門サイトなどが法律
情報ないし法律サービスを提供しているが、このような法律サービスの提供には限界があり、
どこまでも法律サービス市場は法律事務所が中心となった市場であるといえる。
6
法律とは、その国家が社会の独特の文化の決定体であるので、法律文句や内容それ自体だけか
ら、他の国家と異なるからといってこれを異常であるとみることはできない。アメリカの場合、
州ごとに法律が異なるが、例えば、すべての犯罪者は犯行 24 時間前に犯行対象者に対して通
報しなければならず(テキサス州)、夫は 1 ドルで 1 回妻を叩いてもよい(アーカンソー州)、 犬
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ービスの提供者である弁護士の資格は各国で別途に定めており、各国によって弁護士の業
務領域に少しずつ差異が生ずることもある。この点が法律サービスのグローバル化を遮る
最大の要因でもある。
2) 弁護士資格基準の厳格性
法律サービス提供者である弁護士の資格基準が厳格であり、誰でも法律サービスを提供
することができる訳ではない。すなわち、弁護士でない者が法律事務を行うことを法律で
は禁止しており、これに違反した場合には刑事処罰まで受けることになっている7。このよ
うな制限は日本、韓国のみならず、他の国の場合も同じであると思われるが、これは法律
サービスの需要者である一般国民を保護するためのものであり、法律サービスの専門的な
側面と公的な側面を示すものであるといえる。
3) 法律サービス提供者と需要者の間の信頼性
法律サービス顧客のニーズとは、ときには自分の財産だけではなく身分関係、身体の自
由までも弁護士に任せなければならない場合がある。したがって、弁護士も顧客も互いに
深い信頼性がなければ顧客関係は維持しづらく、弁護士としても真正な法律サービスを提
供するのが難しくなる。よって、弁護士には一般人よりも高度な倫理義務が付与されてい
る。
4) 法律サービス提供者に対する情報不足
法律サービス提供者である弁護士に対する情報が不足だという点で、需要者である顧客
が弁護士を選任するにあたって様々な困難があるということも見逃すことができない特性
の一つである。これは特に日本と韓国の場合により顕著であるが、その理由は弁護士の公
的な側面を強調して弁護士の広報が制限されて来たというところにみることができる。最
近このような規制は大分緩和されたが、依然として法律需要者である顧客の立場では弁護
士に対する情報不足による困難を経ていることが現実のようである。このような特性はグ
ローバル化された事件が発生したとき、すなわち一国家の弁護士だけでは解決できない事
件が発生した場合により一層顕著になる。
また、このような法律サービス提供者に対する情報不足が現実的には弁護士報酬の多大
な偏差をもたらすという点も見逃すことができない部分である。
の前で険悪な表情をしたら拘束することができる(オクラホマ州)など、一見、異常であると思
われる内容の法律も、それなりの理由があるといえる。
7 日本弁護士法第 72 条、第 77 条第 3 項、韓国弁護士法第 109 条。
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このような特性を有する法律サービス市場内で、法律サービス提供者である弁護士らは
これまでそれなりの既得権を享受してきた。それゆえ、ある者は弁護士はサービス事業者
ではないとまで考えていた。しかし、時代は変化し、この時代の変化に法律事務所も変わ
らなければならなくなった。その最大の変化がまさにグローバル化による環境の変化であ
る。
第2節 グローバル化による環境の変化
1．法律サービス市場の変化
社会経済の変化、特にグローバル化による法律サービス市場及び法律事務所の変化は既
に避けられない状況に来ているのである。ここでは、日本弁護士の木南直樹弁護士の意見
を紹介してみることにする8。
1990 年代半ばから、いろいろな事象に「インターナショナル」に代わり「グローバル」
という言葉が用いられるようになった。ある人によれば、「ナショナルというものがあって、
インターナショナルにつながっていたものが、国そのものの意味が薄れてグローバルとい
う言葉が出てきた」そうである。企業の国際化の進展と共に、法律事務所においても、1980
年代頃から、欧米の事務所を中心に、世界の主要都市にオフィスを設けネットワークを広
げたり、母国以外の企業同士の取引にリーガルサービスを提供するなど、国境を越えて活
動する現象がみられるようになり、今世紀に入りその動きはますます顕著である。顧客で
ある企業の活動がグローバル化するに伴い、国境を越えたニーズに応える体制の構築が法
律事務所に求められているということであろう。
ベルリンの壁の崩壊に続く社会主義経済圏の市場経済への統合を追い風に、1990 年代か
ら、今や「世界はブランドだ」と言われるまでにグローバル化の道をひた走ってきたかに
見えた世界経済も、2008 年の金融危機を契機に変化を余儀なくされるかもしれない。しか
し、インターネットの普及とこれを利用した流通システムの発展に象徴される経済構造の
不可逆的な変化を前提とする限り、ビジネスのグローバル化は、今後加速されることはあ
っても、減速したり、停止したりすることはないと考えるべきであろう。そして、好むと
好まざるとにかかわらず、法律事務所のグローバル化も加速されることになる。
リーガルサービスは、本来「ナショナル」なもので、単一基準に基づく明快なソリュー
ションを簡単に提示できる性格のものではない。クロスボーダー取引に関するニーズは多
様で、多くは複数の国の法律が複雑に絡み合う。では、関連する法律に基づくリーガルア
ドバイスを寄せ集めるだけで、こうした企業のニーズに応えられるのであろうか。例えば、
最近新聞紙上で報じられる国際カルテル案件においては、各国当局が同じ事案を対象に、
それぞれの法制度に従って調査し、制裁措置を発動する。各国それぞれに「自首による制
8
木南直樹、「欧米法律事務所のグローバル化と日本の弁護士」『人権と正義』2009 年 10 月号。
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裁の減免措置」(「リニエンジー」と呼ばれる)もあり、調査の対象となった企業は、当局に
対し、統一した対応を求められる。こうした状況のもとで、顧客が求めるものは、当該案
件に関連する全ての国の法律をカバーし、インターナショナルなアプローチで、それぞれ
のアドバイスを有機的につなげ、一体としてまとめて、シームレスな法的ソリューション
を、機動的かつタイムリーに提示することである。こうした顧客のニーズに応えることが、
クロスボーダー取引にリーガルサービスを提供する法律事務所の使命である。
グローバル化した経済のなか占める日本の役割の重要性を考えると、外国法共同事業事
務所が陣容の充実を図り、着実に日本の弁護士数を増加させてゆくことは想像に難くない。
陣容の充実と共に、クロスボーダー取引だけでなく、国内企業法務にも業務分野を広げて
ゆき、日本の大手事務所とその分野でも競合してゆくことも十分に考えられる。毎年 2000
名を超える新人弁護士が誕生する今日、5 年後に弁護士数 200 名の欧米事務所系の外国法共
同事務所が出現しても不思議はない。
上記のように、木南直樹弁護士は、今後の欧米法律事務所が日本市場でさらに事業を拡
大し、日本弁護士をより多く雇用して、これまではあまり扱わなかった日本国内の企業法
務事件に対しても日本国内の大手法律事務所と競合するであろうと予想している。
このような状況で日本の法律事務所はどのように対応すべきであろうか。また、まもな
く法律サービス市場を開放する韓国の法律事務所は、このような状況をどのように受け入
れ、事前に対応策を準備しなければならないと思うであろうか。特に、韓国の法律事務所
である法律事務所 H はいかなる戦略を立てて、このような状況を乗り越えていくべきか、
皆深刻に考えなければならない時代が到来したことは明らかである。
2．日本と韓国の法律事務所の海外展開状況
ここでは、日本と韓国の法律事務所の海外展開の状況は、現在どうなっているのであろ
うか。
日本の場合9、大手事務所を中心に、アジア展開を急いでいる。
まず、長島・大野・常松法律事務所は、2010 年 10 月に、いち早くアジアに進出し、その
主要都市に拠点を持つ、オーストラリアの大手法律事務所、アレンズ・アーサー･ロビンソ
ン(本部シドニー)と業務提携をし、中国大手法律事務所の中倫律師事務所(所属弁護士約 50
0 名)とも業務提携している。
西村あさひ法律事務所は、2010 年 4 月に北京事務所、同年 10 月にホーチミン事務所を開
設した。このホーチミン事務所は日本勢としては第 1 号となる。
森・浜田松本法律事務所は、デリー、ムンバイ、シンガポール、香港に、TMI 総合法律
事務所は、インド、シンガポール、香港、ベトナムに、アンダーソン・毛利・友常法律事
9
『日本経済新聞』2010 年 10 月 18 日と「日本企業のグローバル案件を担う法律事務所」『日経
ビジネス』2010 年 12 月 20･27 日参照。
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務所は、デリー、マレーシア、インドネシアにそれぞれ派遣もしくは派遣予定である。
上記のように、日本の場合、一部の大手事務所を中心として、アジアの現地の事務所と
業務提携していくのが一般的で、現地に事務所を設置するケースは、あまり多くはない。
一方、韓国の法律事務所の海外進出現況は、以下の通りである(表 1-1 参照）。
表 1-1 韓国の法律事務所の海外進出現況
国名 法律事務所名(法務法人など省略) 数
中国 広場、大陸亜洲、世宗、太平洋、地平志誠、Apex、J&P 7
ベトナム 律村、 地平志誠、ロゴス、Apex、J&P 5
カンボジア 地平志誠、ロゴス、Apex、 3
ウズベキスタン 和友、大陸亜洲、Apex 3
ロシア 大陸亜洲、ロゴス 2
アメリカ 大陸亜洲 1
イギリス 大陸亜洲 1
オーストリア 大陸亜洲 1
日本 和友 1
ラオス 地平志誠 1
モンゴル 大陸亜洲(現地の事務所と業務提携) 1
出所：大韓弁護士協会国際課編「国内法務法人海外進出現況」、筆者加工。
上記の表で分かるように、韓国の場合、ビック 5 に入らない法律事務所とか大手事務所
とは呼ばれない事務所も積極的に海外展開をしている。特に、アジアだけでなく、欧米に
も進出している。しかしながら、これらの事務所が海外進出し始めたのは最近であるため、
その成果を論じるのはまだ時期尚早といえる。
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第 2 章日本と韓国の法律サービス市場の現状と今後の予想
第 1 節 日本の法律サービス市場
1． 弁護士の実勢
(1) 弁護士人口
日本弁護士協会（以下、「日弁連」という）は、1949 年に制定された弁護士法に基づいて同
年 9 月に設立された法人であり、会員である弁護士、弁護士法人および弁護士会をもって
組織されている。設立当初の弁護士人口は、5,800 人程度であったが、その後増加し、2008
年 3 月 31 日現在で 2 万 5,000 人を突破し 25,323 人である。会員の種類による人口は、正会
員 25,041 人、外国特別会員 267 人、準会員 4 人、沖縄特別会員 11 人である(弁護士数の推
移は、表 2-1 を参照)。
表 2-1 弁護士数の推移
年度 正会員数 年度 正会員数
1950 5,827 1985 12,604
1955 5,899 1990 13,800
1960 6,321 1995 15,108
1965 7,082 2000 17,126
1970 8,478 2005 21,185
1975 10,115 2008 25,041
1980 11,441
出所：日弁連、弁護士白書(2008 年)、筆者加工。
会員の種類は以下である。
正会員：弁護士法第 4 条・第 5 条・第 6 条に定める資格を有する者で、弁護士名簿に登録
された者(以下同じ)。
外国特別会員：外国弁護士となる資格を有する者で法務大臣の承認を受け、かつ外国法事
務弁護士として登録した者。
準会員：弁護士法旧第 7 条及び沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律第 65 条に基づき、
最高裁判所の承認を受けて弁護士法第 3 条に規定する事務を行うことが出来る者。
沖縄特別会員：沖縄の法令による弁護士資格を有した者で、昭和 47 年の沖縄復帰に伴い、
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沖縄弁護士の名称を用いて沖縄県の区域内において弁護士法第 3 条に規定
する事務を行うことが認められた者。
また、2010 年 10 月 10 日まで司法試験合格者が順次に増加し、同年 3,000 人となった後
は 3,000 人を維持すること、過去の統計から、司法修習を終了した者の数と、弁護士会の新
規登録者(司法修習生、元判事、元検事、その他)の数の割合が 100 対 95 であること、そし
て 43 年前に司法修習を終了した者と同数が、43 年後に法曹でなくなり(死亡、引退)、その
うちの 95％が弁護士であることなどを仮定してシミュレーションしてみた結果、2015 年に
41,355 人、2023 年に 60,407 人、2040 年には 100,445 人になることが分かる(表 2-2 参照)。
表 2-2 弁護士人口の将来予測(シミュレーション)
出所：日弁連、弁護士白書(2008 年)、筆者加工。
(2) 弁護士 1 人あたりの国民数－諸外国との比較
日本は、弁護士 1 人あたりの国民数が、2008 年現在で 5,098 人である。この数値は韓国
とほぼ同じであるが、先進 4 カ国(アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス)に比べると相当
に高い水準である。即ち、アメリカは 281 人、イギリス 463 人、ドイツ 560 人、フランス
1,363 人であるから、日本が高いと思われる(図 2－1 参照)。しかし、日本の弁護士数に隣接
法律専門職(弁理士、税理士、司法書士、行政書士)の人口を含めた形で、改めて弁護士 1 人
16
あたりの国民数を計算すると、弁護士１人あたり 791 人になり、先進 4 カ国と比べても、
全く高くないことが分かる。むしろ、フランスよりも低いことが分かる(図 2-2 参照)。
図 2-1 弁護士一人当たりの国民数
出所：日弁連、弁護士白書(2008 年)
図 2-2 弁護士一人当たりの国民数(隣接法律専門職含む)
出所：日弁連、弁護士白書(2008 年)
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日本は他の国と異なり、弁護士以外の法律専門職があってそれぞれの分野で活動してお
り、これまで弁護士の固有領域と認識されてきた訴訟分野にも進出しつつある(このような
状況は韓国も同じ)。しかし日本は、単純に弁護士 1 人あたりの国民数が先進諸国に比べて
多すぎ、一般の国民がリーズナブルかつ良質の法律サービスを受けるためにはもっと弁護
士の数を増やさなければならないという名分でロー・スクールを作って毎年 3,000 人くらい
の司法試験合格者を出している。これで、本当に大丈夫であろうか。図 2-2 から分かるよう
に、法律専門家 1 人あたりの国民数は決して多くないにもかかわらず、このように弁護士
の数がどんどん増えていって、例えば、10 万人になったらどうなるのであろうか。このよ
うな危機感は、日本弁護士なら誰でも感じているはずである。
2. 外国法事務弁護士の実勢
(1) 外国法事務弁護士の登録推移など
外国法事務弁護士制度は、外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特別措置法(昭和
61 年法律第 66 号、以下「外弁法」という。)によって導入されたものである。外国法事務
弁護士とは、外国において法律事務を行うことを職務とし、日本の弁護士に相当する資格(外
国弁護士となる資格)を有する者で、法務大臣の承認を受けた後、日弁連の外国法事務弁護
士名簿に登録された者をいう。以下、外国法事務弁護士を「外国弁護士」という。
図 2-3 外国弁護士の登録数の推移
出所：日弁連、弁護士白書(2008 年)
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図 2-3(外国弁護士の登録数の推移)を見ると、1987 年に外国弁護士制度が発足してから
1991 年までは増加傾向にあったが、その後横ばいとなり、1998 年以降は飛躍的にその数が
増加していることが分かる。2008 年 4 月時点において、登録数は 267 人である10。
(2) 規制の緩和 1.(外弁法の改正)
これまでの外弁法は、外国弁護士が弁護士を雇用することを禁止する{改正前の外弁法（以
下「旧外弁法」という）第 49 条第 1 項}とともに、外国弁護士と弁護士又は弁護士法人との
共同事業及び収益配分を原則として禁止し(旧外弁法第 49 条第 2 項)、例外として、一定の
要件のもとに特定共同事業(外国弁護士が、5 年以上の職務経験のある特定の我が国の弁護
士を相手方とする場合に限り、組合契約その他の契約により、一定の範囲の法律事務を行
うことを目的とする共同事業)が許されていた(旧外弁法第 49 条の 2)。
しかし、今日、経済社会が急速にグローバル化する中で、日本法および外国法を含む包
括的・総合的な法律サービスに対するニーズの増大に対応するため、自国弁護士と外国弁
護士とのより緊密な提携・協働関係を構築することの必要性が高まり、外弁法を一部改正
し(2005 年 4 月 1 日施行)、外国弁護士による弁護士の雇用禁止および共同事業および収益分
配の禁止等の事前規制は撤廃することとした。その代わりに弁護士を雇用しようとする外
国弁護士、又は共同事業を営もうとする外国弁護士に対し、日弁連に対する届出義務を課
し(改正外弁法第 49 条の 3)、さらに雇用形態又は共同事業等を利用した外国弁護士の権限逸
脱行為を抑制する措置として、外国弁護士および被雇用弁護士にたいして行為規制を課す
こととした(改正外弁法第 49 条・第 49 条の 3)。
(3) 規制の緩和 2.(弁護士法等の改正)
法務省は 2010 年 5 月 6 日、「外国法事務弁護士」制度に関する規制緩和に着手する方針
を発表した。日本に在住して外国の法律に携わる外国弁護士などが法人形式で複数の事務
所を設置することを容認し、日本人弁護士と外国人弁護士が合同事務所を設立することも
10
外国弁護士の登録内訳を見ると、弁護士会別人数で、第二東京:123 人、第一東京：84 人、東
京：41 人、大阪：9 人、愛知県：4 人、横浜：2 人、静岡県、福井県、沖縄、秋田：各 1 人で、
東京に偏っていることが分かる。また、原資格国別内訳を見ると、アメリカ ：157 人、 イギ
リス ：43 人 、中国 :24 人、オーストラリア ：12 人、 ドイツ :7 人、 フランス ：6 人、カ
ナダ ：6 人、香港 ：3 人、 ニュージーランド ：2 人、オランダ :2 人、パラグアイ、スペイ
ン、ブラジル、スイス、シンガポール、韓国 ：各 1 人で、アメリカの資格を持つ外国弁護
士が圧倒的に多いのが分かる。
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認めるということである。法務省は秋の臨時国会にもこれらの内容を 盛り込んだ「弁護士
法人法案」（仮称）を提出し、法整備を行う方針で、2012 年の施行を目指すということで
ある。
第 2 節 韓国の法律サービス市場
1．弁護士人口
大韓弁護士協会(以下、「大韓弁協」という)は、1949 年 11 月 7 日に制定された弁護士法に
基づいて 1950 年 8 月 29 日に設立された法人である。
表 2-3 大韓弁護士協会の会員現況(2010.年 9 月 30 日現在)
地方
弁護士会
弁護士 法務法人 法務法人(有限) 公証認可合同 共同法律事務所
個人
会員
準会員 計 事務所 構成員 所属弁 事務所 構成員 所属弁
認可
事務所 構成員
事務所 構成員
ソウル 7,378 1,231 8,609 298 2,207 1,401 8 296 416 31 152 58 505
京畿北部 217 14 231 13 68 1 0 0 0 0 0 16 34
仁川 316 17 333 27 159 12 0 0 0 1 3 5 12
京畿中央 533 34 567 46 257 45 0 0 0 1 3 4 7
江原 83 11 94 2 10 0 0 0 0 1 4 0 0
忠北 86 17 103 9 51 5 0 0 0 0 0 2 3
大田 300 29 329 12 59 3 0 0 0 1 3 13 38
大邱 352 25 377 16 89 7 0 0 0 6 20 5 10
釜山 382 42 424 19 132 26 0 0 0 7 21 1 2
蔚山 104 4 108 7 40 0 0 0 0 0 0 0 0
慶南 157 24 181 9 47 3 0 0 0 0 0 1 2
光州 237 28 265 11 67 3 0 0 0 6 18 6 13
全北 120 17 137 4 22 1 0 0 0 2 10 0 0
済州 35 7 42 1 5 0 0 0 0 1 3 1 2
合計 10,300 1,500 11,800 474 3,213 1,507 8 296 416 57 237 112 628
出所：大韓弁協のホームページ(www.koreanbar.or.kr)
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大韓弁協の設立当時の会員数は、まだ確認されていないが、1980 年に 940 人程度であっ
たが、その後 1995 年以降飛躍的に増加し、2010 年 9 月 30 日現在で 1 万人を突破して 10,300
に到っている(表 2-1、表 2-2 各参照)。会員の種類は、団体会員(地方弁護士会)、法人会員(法
務法人・法務法人(有限)・法務組合および公証認可合同法律事務所)、個人会員、外国会員
の 4 種類があるが(大韓弁協会則第 7 条)、外国会員は皆無である。また、準会員は、会員の
資格を持っているが、開業届出を出していない者と会員になってから休業届けを出した者
をいう。
表 2-4 からも分かるように、ソウルに事務所を構えている会員が全体の 71.6％を占めてお
り、ソウルに偏重している。そして、法務法人に所属している会員数が、4,720 人で全体の
45.8％を占めているのも韓国弁護士業界の特徴と言えるだろう。
2. 弁護士 1 人当たりの国民数
表 2-4 1980 年度以降の弁護士数の推移 (2009.1.1.現在)
年度 弁護士数 年度 弁護士数
1980 940 1995 2,852
1981 1,013 1996 3,078
1982 1,058 1997 3,188
1983 1,098 1998 3,364
1984 1,166 1999 3,521
1985 1,179 2000 3,887
1986 1,320 2001 4,228
1987 1,414 2002 4,618
1988 1,521 2003 5,073
1989 1,666 2004 5,586
1990 1,803 2005 6,300
1991 1,983 2006 6,997
1992 2,258 2007 7,602
1993 2,450 2008 8,143
1994 2,685 2009 8,877
出所：大韓弁協からの資料
表 2-5 年度別韓国人口推移 (2008．7.1．現在、単位 1,000 人)
年度 総人口 年度 総人口
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1980 38,124 1995 45,093
1981 38,724 1996 45,525
1982 39,326 1997 45,954
1983 39,910 1998 46,287
1984 40,406 1999 46,617
1985 40,806 2000 47,008
1986 41,214 2001 47,357
1987 41,622 2002 47,622
1988 42,031 2003 47,859
1989 42,449 2004 48,039
1990 42,869 2005 48,138
1991 43,296 2006 48,297
1992 43,748 2007 48,456
1993 44,195 2008 48,607
1994 44,642 2009 49,773
出所：韓国国土海洋部刊行、国土海洋統計年鑑(2009)、筆者加工
但し、2009 年度の人口は、ホームページ(http://www.doopedia.co.kr/index.do)から
表 2-4，2-5，2-6 によると、韓国弁護士一人あたり国民数は、1980 年には 40,557 人であ
ったが、2009 年には約 5,600 人であり、日本とほぼ同じ水準になっている。しかしながら、
韓国と日本の経済規模の差異を考慮してみると、韓国の司法研修院終了以降の就職は非常
に厳しいものと思われる。
表 2-6 韓国の司法研修院修了者現況{1 期(1972 年)から 39 期(2010 年)まで}
期 任命者数 終了者数
判事
(予備判事)
検事 弁護士等
法務官
判事 検事 弁護士等
1 32 32 7 7 - 8 4 6
2 49 49 15 4 - 7 19 4
3 81 80 26 4 - 31 15 4
4 79 79 26 13 - 18 18 4
5 59 59 14 10 1 14 18 2
6 58 58 11 5 - 19 20 3
7 58 58 10 9 2 23 11 3
8 58 58 13 7 3 21 10 4
9 74 72 13 12 3 27 13 4
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10 98 98 34 10 5 33 16 -
11 112 112 31 15 8 33 22 3
12 150 149 46 21 10 44 26 2
13 273 267 55 60 53 46 40 13
14 311 310 46 55 106 34 20 49
15 301 299 34 44 97 47 35 42
16 307 302 42 34 99 43 35 49
17 309 307 34 26 94 45 39 69
18 297 293 34 34 88 46 34 57
19 305 300 40 33 101 36 40 50
20 304 301 44 36 108 47 33 33
21 300 295 37 54 82 40 36 46
22 297 303 42 37 96 61 41 26
23 289 291 45 38 88 55 36 29
24 293 291 56 48 40 39 29 79
25 284 285 59 43 58 74 32 19
26 292 289 85 43 80 52 17 12
27 315 315 76 61 85 52 15 26
28 496 486 74 73 207 72 21 39
29 592 590 100 86 265 64 39 36
30 694 678 109 89 327 58 37 58
31 717 712 114 89 373 50 24 62
32 800 798 109 82 437 59 25 86
33 976 966 113 77 630 146(公 60)
34 972 957 96 85 629 147(公 55)
35 887 895 91 90 506 170(公 75)
36 998 975 89 88 618 180(公 73)
37 977 974 95 76 306 192(公 92)
38 971 980 92 88 612 188(公 65)
39 1,001 978 89 93 456 186(公 74)
計 15,466 15,341 2,146 1,779 6,673 4,246
＊ 軍法務官欄の判事・検事・弁護士等の数字は、軍服務後の進出状況である。
＊ (公)とは、公益法務官をいう。
＊ 39 期終了者のうち、弁護士等の数字は 2010.2.28．基準である。
出所：韓国司法研修院ホームページ(http://jrti.scourt.go.kr/main/main.asp)
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表 2-7 をみると、韓国の場合、法務官数の半分程度が任官すると予想すると、約 1,000 人
の修了者のうち、約 300 人程度が判事・検事になり、約 700 人程度が弁護士等になるのが分
かる。しかし、問題はこの 700 人余りのうち、弁護士事務所に就職できず、公共機関、一般
企業に就職する弁護士が増えつつあることである。例えば、36 期(2007 年)の場合、公共機
関に就職した人が 74 人、一般企業に就職した人が 46 人に達しているが、今後このような現
状はもっと深刻になると予想される11。
第 3 節 日韓法律サービス市場の今後
1. 内部的な環境の変化
第 1 節、第 2 節で検討したように、日本と韓国の法律サービス市場は既に飽和状態にき
ていると思われる。特に、両国とも少子高齢化社会に入りながら人口及び経済規模がそれほ
ど増大しない状況にあり、弁護士数の飛躍的な増加は、両国の弁護士らの立場をますます狭
めているといえる。
日本の場合、表 2-3 の将来シュミレーションをみても、2015 年には弁護士数が 41,355 人
になると予想されているが、果たしてこのような状況で日本の弁護士らはどのように対処し
ていかなければならないであろうか。長期不況のトンネルから抜け出せない日本の昨今の経
済状況をみると、相当な危機感を感じざるを得ない。
2009年版の日本弁護士白書12によると、司法研修所を出て、法律事務所ではなく、企業、
中央省庁、地方公共団体等の組織において、弁護士としての専門的知識や経験を活かして
活躍する弁護士も増えていることが分かる。官公庁又は公私の団体において職員若しくは
使用人となり、又は取締役、理事その他の役員となっている弁護士を「組織内弁護士」と
いう(弁護士職務基本規程第50条）が、全国の企業内弁護士数は、2009年6月末日現在で354
人であり、5年前の2004年と比較すると、約3倍に増えている。一方、任期付公務員数は、
2009年6月1日現在で81人となっており、近年増加傾向にある(表2-7参照)。
表2-7 組織内弁護士の現状
2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年
企業内弁護士 110人 122人 165人 187人 267人 354人
任期付公務員 49人 60人 40人 50人 61人 81人
出所： 日弁連のホームページ(http://www.nichibenren.or.jp)、筆者加工
11
韓国司法研修院ホームページ(http://jrti.scourt.go.kr/main/main.asp)、ここで公共機関とは、外交
通商部、警察庁などの国家機関をいう。
12
日弁連のホームページ(http://www.nichibenren.or.jp)
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特に、新規登録弁護士における割合をみると、2009年2月現在で、現61期及び新61期を合
わせて3.15％となっており、従来は経験弁護士が中心であったが、新人弁護士の割合も増え
ていることがうかがえる(表2-8参照)。
表2-8 新規弁護士の組織内弁護士就職状況
修習期 弁護士
一括登録日
弁護士
数
時点 組織内
弁護士数
割合
59期 2006.12.3
2007.1.23.
1,266 2007.5.8. 11 0.87％
60期 現 2007.9.5. 1,247 2007.11.11. 9 0.72％ 1.33％
新 2007.12.20 853 2008.2.6. 19 2.23％
61期 現 2008.9.3. 538 2008.10.1. 10 1.86％ 3.15％
新 2008.12.18. 1,528 2009.2.3. 55 3.60％
出所： 日弁連のホームページ(http://www.nichibenren.or.jp)
一方、韓国の場合も同様である。韓国も 2009 年からはじまったロースクールの学生らが
輩出されはじめる 2012 年からは、司法試験合格者の数が今よりも飛躍的に増加するものと
予想されている。そのうえ、韓国の場合は第 2 節 2.で検討するように、既に司法研修院を
修了しても、法曹でない別の職域に就業しなければならない状況にきているが、さらに多く
の人員の司法試験合格者が出てくるという。果たしてどのように対処すべきか、悩まざるを
得ない。
特に、韓国は外国との FTA 締結件数が多く、FTA が締結された国家とは法律サービス
市場を開放していっている。最近、EU との FTA 締結があり、イギリスの法律事務所は韓
国に上陸しようとしており、まもなくあると予想されるアメリカとのFTAが締結されると、
アメリカの法律事務所が韓国に入ってくると思われる。このような状況下において韓国の弁
護士らはどのようにすべきであろうか。
2. 外部的な環境の変化
グローバル化時代に入りながら、一国の法律だけでは解決できない問題が多く発生してい
る。 一国の企業が自国でのみ事業を行うのではなく様々な国に進出して様々な国の企業及
び国民と取引をし、外国企業を合併するなど国境を越えた様々な法律問題が発生している。
このような時代の変化に日本と韓国の弁護士らはどのように対処していくべきであろうか。
2008 年日本の対外直接投資額は 1,308 億米ドルを超え13、海外に進出している日本企業の
13
日本貿易振興機構(JETRO)ホームページ(http://www.jetro.go.jp/world/japan/stats/fdi/)参照
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数は、経済産業省統計で 1 万 6,732 社に達している14。規模面でも、アメリカ経済紙フォー
チュンの世界 500 社にトヨタの 10 位を筆頭に日本企業が 68 社ランクされている。特に、東
京に本社を置く企業は 51 社に達し、その数は、ニューヨークやロンドンを上回り、最多で
ある。他方、日本への対内直接投資は、2008 年で約 246 億米ドル15であり、経産省の調査
によると、日本で活動している外資系企業は 2,948 社、売上高は 39.5 兆円で、59 万人を雇
用している16。日本の法律サービス市場は、こうした日本の経済力を背景とした巨大な市場
であり、今後もその重要性に大きな変化はないものと思われる。このような日本の法律サー
ビス市場の国際化、グローバル化された環境に日本の弁護士らはどのように対処していくべ
きであろうか。 グローバル化された企業の法律的ニーズに応えることができる態勢を整え
ていかなければならないと思う。そうしてこそ、既に飽和状態となってしまった国内の法律
サービス市場における需給関係も少しずつ解決される気配が見えるようになるであろう。
このような事情は、韓国の場合も同様である。韓国の場合も対外直接投資額は 2009 年 1,
156 億米ドル、外国人の韓国に対する直接投資額は 1,107 億ドルを超えている17。このよう
にグローバル化した環境に韓国の弁護士らはどのように対処すべきであろうか。その答えは
日本の弁護士とも同じものではないであろうか。
3. 今後どうすべきか－切り口
上記のように、日本と韓国の法律サービス市場は、既に飽和状態にある。弁護士の数が増
える一方で、経済規模や人口は足踏み状態に置かれている。むしろ、縮小しているともみえ
る。
トータルのパイが縮小する中で特定企業が成長するためには、以下の選択肢しかない18。
－自ら積極的に新市場(新分野)に参入してそこで成長する
－既存ビジネスで新市場(海外)に打って出る
－既存業種の中にとどまり他社のパイを奪って成長する
－上記の戦略のいくつかを同時に採用する
法律事務所もサービス業であるので、縮小する法律サービス市場の中で成長あるいは生き
残るためには、上記の選択肢しかないのは、同様である。このような状況にて法律事務所 H
は、どのように対処すべきかについて次節にて検討してみることにする。
14 2009 年 5 月公表,2007 年度実績。経済産業省ホームページ(http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/ka
igaizi/result-2.html)参照
15
前掲 JETRO ホームページ参照
16
前掲経済産業省ホームページ参照
17
韓国銀行ホームページ(http://www.bok.or.kr) 参照
18
永井猛『富と知性のマーケティング』2010 年、有限会社五絃舎、18 頁。
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第 4 節 法律事務所 H の現状－日本事務所を中心に 
1. 法律事務所 H の沿革及びビジョン
韓国にはビッグ 5 と呼ばれる大手事務所があるが、法律事務所 H はその一つである。法
律事務所 H は、近々実現される韓国の法律サービス市場の開放という新しい環境に積極的
に対応し、大型化・専門化を通じて、国内外の顧客に、より多様で質の高い法的サービスを
提供するために、2003 年 2 月に法務法人和白(ファベク)と法務法人友邦(ウバン)の統合を経
て誕生した。統合前の法務法人和白は、国内顧客がメインのローファームで国内訴訟に強い
という長所を有していた。また、統合前の法務法人又邦は、アメリカに本拠地を置く世界的
ローファームであるベイカー・アンド・マッケンジー(Baker&McKenzie)のパートナー弁護士
として約 10 年勤務した経歴のある弁護士が設立したローファームで、外国企業をクライア
ントとして多数持っている諮問中心のローファームであった。法律事務所Hはこのように、
統合前の法務法人が得意とする各分野をより一層生かしていくために設立された法務法人
である。
その後、2006 年 3 月に他の中小ローファームである法務法人金・伸・柳(キム・シン・ユ)
を吸収合併した。金・伸・柳は、韓国では最も歴史の古い法務法人として知的財産権分野に
定評のある法人であった。 金・伸・柳との統合と同時に 21 世紀の知識・情報化社会が求め
る知的財産権の分野において、今後予想される需要の増加に対応するため、特許法人和友を
新たに設立して、現在、弁護士 220 名(アメリカ 16 名、中国 2 名、ロシア 1 名、ウズベキス
タン 2 名、ドイツ 1 名を含む)、弁理士 26 名、税理士 1 名、会計士 2 名が所属している。
業務分野としては、総合事務所としてビジネス法の全分野を手がけているが、中でも訴訟
に関しては非常に高い評価を受けてあり、取扱訴訟件数、勝訴率とも韓国でトップの実績が
ある。また、公正取引や知的財産権とＭ＆Ａの分野にも特に強みを持ち、各専門チームが多
数の案件にあたっている。
このように法律事務所 H は、法律サービス市場の開放という新しい外部環境の変化に適
切に対応していくために、また「韓国に拠点を置いた World-Class law firm」を実現するため
に、各ローファームが統合して誕生した法律事務所である。この「韓国に拠点を置いた
World-Class law firm」というビジョンを実現するために、2007 年 4 月に日本事務所、2008
年 1 月ウズベキスタン事務所を開設した。
2. 日本事務所の業務内容
外国の弁護士が日本で弁護士活動をするためには、法務大臣からの承認を得て、日本弁護
士連合会に外国弁護士の登録をしなければならない。また、外国弁護士の業務領域について
も日本の法律にきちんと定められている。その法律が本章第１節 2.に言及した外弁法である。
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ここでは、まず外弁法が定めている外国弁護士の職務範囲を考察して、日本事務所の業務内
容などについて述べていきたい。
(1) 外国弁護士の職務範囲
Ａ. 原資格国法に関する法律事務
外国弁護士は、当事者その他関係人の依頼又は官公署の委嘱によつて、原資格国法に関す
る法律事務を行うことを職務とする。ただし、日本の法律に関わる恐れがある法律事務に関
しては制限されている。例えば、日本の裁判所、検察庁その他の官公署における手続につい
ての代理及びその手続についてこれらの機関に提出する文書の作成などはできない(3 条 1
項)。
前項の規定により職務として行うことができる法律事務であっても、日本弁護士と共同し、
又は日本弁護士の書面による助言を受けて行わなければならない業務もある。例えば、日本
国内に所在する財産で国内に居住する者が所有するものに係る遺言に関する法律事件で、そ
の当事者として日本国民が含まれるものについての代理及び文書の作成など(3 条 2 項)であ
る。
Ｂ. 国際仲裁事件の代理
外国弁護士は、第３条から前条までの規定にかかわらず、国際仲裁事件の手続(当該手続
に伴う和解の手続を含む）についての代理を行うことができる(5 条の 3)。国際仲裁事件と
は、国内を仲裁地とする民事に関する仲裁事件であつて、当事者の全部又は一部が外国に住
所又は主たる事務所若しくは本店を有する者であるものをいう(2 条 11 項)。.
Ｃ. 外国法共同事業
外国弁護士は日本弁護士又は弁護士法人と外国法共同事業が出来る(2 条 15 号、49 条の 2
ないし 49 条の 5)。外国法共同事業とは、外国法事務弁護士と弁護士又は弁護士法人とが、
組合契約その他の継続的な契約により、共同して行う事業であって、法律事務を行うことを
目的とするものをいう。
外国法共同事業の目的になる法律事務には法律上制限はないが、外国法事務弁護士は権限
外の法律事務を行うことは出来ない。しかし、外国法共同事業を営む外国法事務弁護士は当
該外国法共同事業に係る弁護士又は弁護士法人と共同して、当該外国法共同事業に係る法律
事務を受任することはできる(外国法共同事業に関する規定第 3 条)。また、その収益配分に
関しては、互いの自由意思に任せられている。.
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(2) 日本事務所の具体的な業務内容
日本の法令に基づいて、日本事務所が行うことができる業務領域を顧客別に整理してみる
と、以下となる。
Ａ. 日本顧客19に対して
① 韓国法に関する法律事務
- 日本顧客の韓国における訴訟・審判の代理
- 日本顧客の韓国の検察庁、警察庁、特許庁などの行政機関に対する手続きの代理
(特許、商標などの知的財産の登録手続きを含む)
- 日本顧客の韓国投資に関する法律事務(不動産投資、合弁会社の設立、M&A、株式
市場への上場など)
- 日本顧客の韓国進出に関する法律事務(現地法人、支社、支店の設置など)
- 韓国法に関するコンサルティング業務(韓国法令調査、法令の解釈、鑑定など)
- その他の法律事務(債権回収、保全処分など)
② 韓国法以外の法律事務
- 国際仲裁事件
- 外国法共同事業の目的の法律事務.
Ｂ. 韓国顧客に対して
① 韓国法に関する法律事務
- 国際仲裁事件(特に、準拠法が韓国法で、仲裁地が日本の場合)
② 韓国法以外の法律事務
- 国際仲裁事件(準拠法が韓国法以外の国の法律で、仲裁地が日本の場合)
- 外国法共同事業の目的の法律事務‐外国法共同事業の内容に制限がないから、日本
顧客に対する法律事務の内容とほぼ同じ。
(3) 日本事務所のこれまでの業務内容
法律事務所 H の日本事務所は 2007 年 4 月に設立したが、日弁連に外国弁護士の登録がさ
れたのは 2007 年 11 月 21 日であるから、正式に活動し始めたのは 2007 年 12 月からである。
19 日本顧客とは日本の法人、個人、在日コリアン、在日の外国企業を含む。
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その時から 2009 年 12 月までの業務内容をみると次のとおりである。
Ａ．2008 年度
① 処理案件
－ 案件数：34 件(日本顧客：30 件、韓国顧客：4 件)
－ 案件の内容：
訴訟業務：7 件(民事 4 件、家事・相続 2 件、刑事 1 件)
諮問業務：27 件(民事 14 件、企業法務(Ｍ＆Ａ含む) 9 件、知財 4 件)
－ 受任経緯(紹介者)：知人 18 件(約 52%) / 日本弁護士 13 件(約 38%)
ホームページ 2 件 / ソウル事務所 1 件
② 広報活動：日本にはじめて事務所を設立したことから、当事務所の存在を知らし
めることが最も優先的な業務であり、様々な広報活動に傾注した。このために、
様々なルートを通して紹介された顧客を直接訪問し、Kotra 主催の 2008 韓国投
資相談会及び各種セミナーに参加し、日本の創価大学ロースクール、出版・著作
権等管理販売研究会などで講演を行い、日本事務所のホームページを開設・運営
し、外国企業連合会など韓国企業関連団体に加入して広報活動を行った。
B. 2009 年度
① 処理案件
－ 案件数：55 件(日本顧客：51 件、韓国顧客：4 件)
－ 案件の内容：
訴訟業務：15 件(一般民事 7 件、家事・相続 2 件、刑事 6 件)
諮問業務：40 件(民事 16 件、企業法務(Ｍ＆Ａ含む) 9 件、知財 5 件、家事 4 件、
顧問関係 4 件、その他 2 件)
－ 受任経緯(紹介者)：知人 25 件(約 45.5%) / ホームページ 15 件(27.3％)
日本弁護士 6 件(約 10.9%)/ 大使館 4 件( 7.3％)/ 特許法人 3 件
(5.5％)/ ソウル事務所 2 件(3.6％)
② 広報活動： 未だ日本事務所の存在を知らせることが重要であると考え、2008 年と
同じく広報活動に傾注した。特記することは、M&A 専門雑誌である M&A Review
及び法律専門雑誌 Business Law Journal に寄稿し、日本の商事法務誌 NBL の 2010
年 2 月号にセミナー内容が掲載された国際化のパネラーとして出席したことなど
がある。
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(4) 日本事務所に対する自己評価
日本事務所の売上げは、2009 年度が 2008 年度に比べて約 4.5 倍ほど向上した。2010
年度の売上げはまだ集計されていないが、2009 年度に比べてそれほど増加しない(むしろ
減少する)ものと予想される。これは未だ日本事務所が正常軌道に乗っていないことを示す
ものといえる。もちろん、日本の不景気による影響もあると思われるが、日本事務所のマ
ーケティング戦略に問題があることを示しているといえる。その理由について筆者が自分
なりに評価をしてみる。
A. 案件単位当たりの売上高が多くなかった。
法律事務所の売上げは案件数に比例するのではなく、案件単位当りの売上高に左右され
る。どれほど高付加価値の案件を担当するかによって売上高と受益率が左右される。しか
しながら、これまで日本事務所で担当した事件は法律事務所 H の規模や韓国内ローファー
ム業界の位置などに照らしてみると、それほど付加価値の高い案件ではなかった。
B. 固定顧客の不足
2010 年現在、日本事務所の顧問会社はまだ 10 社くらいである。しかも、現在の顧問会
社からある程度の規模の仕事が継続的に供給される状況でもない。安定した定期的な収入
構造を確立することが切実な問題である。
C. 日本事務所の広報不足
日本事務所に対する広報活動をこれまで行ってきたが、未だ広報が不足しているという感
じが多い。これまでは本社のホームページ(www.hwawoo.com)の日本語サービスを開始し、
日本事務所のホームページ(www.hwawoo.jp と www.korea-law.net)を開設・運営し、
日本の各団体に加入し、企業や日本の法律事務所を訪問する方法などを通して広報活動をし
てきたが、未だ日本事務所の存在ないし力量についてあまり知られていないようである。し
たがって、これまでとは異なる他のマーケティング戦略が必要であると思われる。
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第 3 章 グローバル・マーケティング戦略の先行研究－欧米法律事務
所の海外展開事例を中心に
これまで、法律事務所のグローバル化は、ニューヨークに本拠を置くか、大きなオフィ
スを構えるアメリカの大手事務所とロンドンを本拠とし、マジックサークル20と言われるイ
ギリス系大手事務所が中心に進められてきた21。
イギリスの月刊法律業界誌 Legal Business は、世界的にグローバルファームとして定評の
ある 18 の事務所を「Global Elite」として選び、そのグローバル戦略により三つのグループ
に分類し、各事務所ごとの総売上高、弁護士 1 人当たりの収益等の各種数値を様々な角度
から分析している。その選別基準は、1)母国において、金融、M&A 及び訴訟という三つの
主要業務分野のうち二つの業務分野においてマーケットリーダーとの評価があること、2)
欧州の事務所にとってはアメリカの超一流事務所から、アメリカの事務所にとっては、欧
州の超一流事務所から、M&A 又は金融の分野において、真のライバルと考えられるている
こと、3)顧客のなかに、大手金融機関や FTSE-100 又はフォーチュン 250 にランクされる大
手企業の占める割合が高いこと、4)欧州、北米およびアジアに拠点を有するか、又は各国の
一流事務所と緊密な関係を有すること、及び 5)一流の弁護士をパートナーとして獲得し、
確保するに十分魅力的な収益をあげていること、である。これら 18 事務所の内訳は、ニュ
ーヨークを拠点とするか、大きなニューヨークオフィスを持つアメリカ事務所が 12、注 19)
に掲げるロンドンを本拠とする欧州事務所が 6 である22。
本章では、すでに、グローバル展開をしてきた欧米の法律事務所を中心にして、その戦
略を考察したい。
第１節 欧米法律事務所のグローバル化
1. 欧米法律事務所中心のグローバル化
イギリス系の法律事務所の場合、ＥＵの統合をきっかけとし、イギリスの事務所が主導
してドイツやフランスなどヨーロッパ大陸での統合を進め、1990 年代後半から今世紀にか
け、大西洋対岸に橋頭堡を築き、アメリカでの更なる展開を睨んでいる。
一方、アメリカの法律事務所の場合、欧州事務所に比べグローバル化のテンポは総じて
20
一般にマジックサークルとは、Allen&Overy、Clifford Chance、Freshfields Bruckhaus Deringer、
Linklaters 及び Slaughter and May のロンドンを本拠とする法律事務所を指す(Financial Times 20
August 2001 参照)。人によっては同じくロンドンを本拠とする Herbert Smith を加える場合もあ
る。
21
「Legal Services 2009」IFSL Research, February 2009,７頁
22 “Diverse behavior”(Chris Johnson, Legal Business, July/August 2009 64-67 頁
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遅かったものの、現在では、イギリス、ドイツやフランスなど欧州に大きな拠点を有する
事務所もある。特に、1990 年代後半からは、多くのアメリカ事務所が欧州へのゲートウェ
イとしてロンドンオフィスを急拡大している23。
アジアでは、数多くの欧米事務所が比較的早い時期から香港やシンガポールに進出し、
その後、日本、中国本土や東南アジア、そして最近ではドバイ、アブダビ、バーレーンな
ど中東へと、その拠点を展開する。特に、ここ数年の中国での展開は著しく、インド案件
も急増している。ただ、これら欧米事務所も、提供するリーガルサービスやターゲットと
する顧客によってグローバル化に到る道程は様々であり、戦略も異なる。
分析の前提として、なぜ米英の法律事務所がグローバル化をリードしたのかを考えてみ
ると、理由はいくつかある。まず、英語が「世界共通語」の地位を確立していることであ
ろう。その基礎には、「唯一の超大国」としてのアメリカの存在がある。さらに、ニューヨ
ークとロンドンが世界の二大金融センターであることも見逃せない。国際的な金融取引の
多くがこの二都市を中心に行われ、これらの取引ではイギリス法又はニューヨーク州法を
準拠法とする契約書が使用されることが圧倒的に多い。さらに、イギリスの事務所の場合、
大型化が大陸の各国と比べて早かったため、ＥＵ統合の動きに呼応した欧州における法律
事務所の統合、グローバル化をリードすることとなった。
2. 欧米法律事務所のグローバル化のいくつかのパターン
(1) 欧州事務所の場合
イギリス自体の経済は、アメリカに比べれば小さく、また、イギリスの製造業が急速に
衰退していったこともあって、法律事務所の経営においても、早くから国際企業や国際取
引への依存度が高かった。また、イギリス以外の大陸各国は、国境も地続きで、企業が成
長するには「国際化」が不可欠である。そのため、大手事務所のリーガルサービスも比較
的早い時期から「インターナショナル」な性格を持つようになった。その後、ロンドンの
国際金融市場としての発展や EU 統合への動きと相まって、イギリスの大手事務所の海外展
開はヨーロッパを中心にその速度を速めていった。イギリス大手事務所にとって、トップ
リーグにとどまるためには、顧客である企業のグローバル化のニーズに応えることが必須
であり、イギリスの大手事務所が欧州での法律事務所の統合とグローバル化を主導してゆ
くこととなった。ただ、大手事務所でもそのグローバル戦略には違いがある。
マジックサークルの事務所は基本的には収益をパートナーに平等に分配する「ロックス
テップ(Lockstep)方式24」を採用していると言われているが、グローバル化に応えるため海
23
ロンドンにオフィスを構えているアメリカ事務所は 100 を越える。前掲「Legal Services 2009」
４頁。
24
このロックステップ方式とは、各パートナーの集客力やパーフォーマンスにはリンクしない
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外にオフィスを構えた場合、オフィスごとの収益性に違いが生じるのは避けがたい。収益
の低いオフィスを設けることによる「希薄化」を嫌い、「高い収益性の維持」を優先させる
戦略を採用すれば、外国法がかかわる案件は、「Best Friends25」と言われる各国の提携先の
法律事務所と協働をすることにより顧客のグローバル化のニーズに対応することとなる。
それとは逆に、提供するサービスの質や機動性を重視し、グローバル戦略上重要な主要
都市にはオフィスを構え、現地の弁護士と事務所をつくり、協働して自前のネットワーク
を構築して積極的にグローバル化を進める事務所もある。いずれにしても、これらの事務
所は、イギリス人以外の弁護士も多く、イギリスの外で勤務する弁護士が過半数を超え26、
その意味で、「欧州事務所」というのがふさわしい。
(2) アメリカ事務所の場合
アメリカ事務所のグローバル化は、大きく分けて次の三つに分類される。
第一のグループは、一部のニューヨークの大手名門事務所である。アメリカは、消費市
場としても、金融市場としても、その規模は大きいし、世界市場を支配するアメリカ企業
も多い。アメリカ外の企業が、その市場規模の大きさゆえに参入してくることも多い。リ
ーガルサービスに対するニーズも高い。そうした巨大市場をホームグラウンドにするトッ
プリーグのアメリカ事務所にとって、グローバル化はイギリスのマジックサークルの事務
所ほど喫緊の課題ではない。このグループに分類される事務所27は、海外拠点を置く場合で
も、戦略上必要な最低限にとどめたうえで、現地の法律事務所との「橋渡し役」を務める
という形で顧客のグローバル化へのニーズに応える。そして、進出先の国の企業に対して
は、アメリカやアメリカ市場にかかわるアドバイスを提供するという具合に間口を広げて
ゆく。また、海外拠点を持たずに、非アメリカ企業がアメリカ市場へ参入するためのアド
バイスを提供したり、M&A に関する高度なノウハウと豊富な経験によって、アメリカ外の
案件に関与する場合もある。これらの事務所は、″All U.S. all the time”と言われるように、
アメリカ法の専門知識やノウハウに基づくリーガルサービスをニューヨークスタイルで提
収益分配方式である。この方式は、収益の分配との関連で、パートナーを何段階かに分ける。
単純な例で説明すると、例えば、新米パートナーは５ポイント、ポイント最高位のパートナー
{プラトーパートナー(Plateau Partner)という}に１０ポイントが与えられる。各パートナーは、
パートナーになった年から毎年１段階ずつ昇格する。この例だと、新米パートナーはその後５
年でプラトーパートナーに到達する。各パートナーの収益は毎年純利益をパートナー全員のポ
イントの総和で除し、各パートナーのポイント数を乗じて得られる。
25
その同床異夢的な関係の脆弱さを揶揄して「Best friend, but just a friend」(親友といっても、し
ょせん友達にしか過ぎない)などと評されることもある。また Best Friends 路線の欠点として、
大手のインターナショナルネットワークへの系列化が進んでいる西欧各国(特にドイツ)では、
いまだ系列化されていない Best Friend そのものを見つけることの困難さが指摘されている。
26 “Playing safe”(Chris Johnson, Legal Business July/August 2009,71-71 頁)、72 頁参照。
27
イギリスの月刊法律業界誌Legal Businessの分類″Global Elite”の″The Prudent”(慎重派)に属す
るアメリカ事務所がこの範疇に入る。前掲″Diverse behavior”65 頁等参照。
34
供すること(「アメリカ法の輸出」)を基本とする。これら大手名門事務所はいずれもロック
ステップ方式を採用しているので、収益性の低下というリスクを賭けてまで、アメリカ法
以外の法を取り扱ったり、積極的にオフィスを海外に展開する必要性を感じておらず、ア
メリカ法以外のアドバイスが必要な場合は、各国の現地の事務所と協働して案件を処理し
ている。
第二のグループは、アメリカ法のプラクティスを基本としながらも、その戦略に合致す
る場合には、進出先の国が認める範囲で、現地法のプラクティスを取り込む大手事務所で
ある28。このグループの事務所は、一部の例外を除き、所属弁護士の過半数がアメリカ内で
執務しており、いまだ「アメリカ事務所」というアイデンティティを色濃く残す。また、
これらの事務所は収益分配方式として「イートワットユーキル(Eat-What-You-Kill)方式」（直
訳すれば、「獲ったものを喰え」）と呼ばれ、集客力や売上げなどを分配に反映させる「成
果主義」を採用する29事務所が多い。
第三のグループが「インターナショナル」な事務を戦略の根幹に据え、積極的に取り組ん
できた事務所30である。これらの事務所は、前二つのグル―プの事務所より早い段階で積極
的な海外展開をしている。また、数々の合併を重ねて、グローバルファームの仲間入りをし
た事務所31もある。これらの事務所は、そのほとんどがアメリカで執務する弁護士の数より
もアメリカ外で執務する弁護士数が上回り3233、もはや「アメリカ事務所」と呼ぶにはふさ
28
イギリスの月刊法律業界誌 Legal Business の分類″Global Elite”の中、White & Case を除く、″The 
Patient”(忍従派)及び″The Potent”(積極派)に属するアメリカ事務所がこの範疇に入る。アメリ
カ西海岸に本拠を置き、アジアを中心に積極的に海外に展開する事務所もこのグループに入る
であろう。
29
イートワットユーキルの長所は、レインメーカー(rain･maker)といわれるような集客力の強い
パートナーにインセンティブを与えるので、事務所の収益拡大の原動力になりやすい点である。
一方、個人の寄与度が問題となるため、案件やアソシエイトの囲い込みが起こりやすく、集客
力の強いパートナーとそうでないパートナーの間に序列化が起こりやすい。また、そもそも計
測が難しい個人の寄与度をベースに収益分配を決めるので、パートナー間で毎年収益分配をめ
ぐり不満を醸成しやすいとも言われている。
これに対し、ロックステップの長所は、事務所の総収益を増加させることがパートナー全員の
共通目標となり、案件の内容に 合わせ専門性を考慮した適材適所の対応が可能で、案件やア
ソシエイトの囲い込みは起こりにくく、チームワークが機能しやすい点である。短所としては、
各個人のパートナーの寄与度に大きな差が生じると不公平感を醸成し、システムの維持が難し
くなる点が挙げられている。また、イートワットユーキルのもとで高報酬を得ているレインメ
ーカーを中途採用することが難しく、レインメーカー獲得のために特例を設けたりするとロッ
クステップ方式の基本的な理念そのものに歪みを生じ、別の軋轢を生じるとも言われている。
この収益分配方式の違いは、単なるパートナー間の収益分配の問題にとどまらず、顧客への対
応や事務所のカルチャーに大きな影響を与え、事務所同士の合併を考慮する際には少なからぬ
障壁となり、そのグローバル戦略を大きく左右すると言われている。
30 Baker & McKenzie(www.bakernet.com)や White & Case(www.whitecase.com)など。
31 Mayer Brown(www.mayerbrown.com)や DLA Piper(www.dlapiper.com)など。
32
なお、Mayer Brown は母国(アメリカ)外で執務する弁護士数が全体の 45 パーセントである。
前掲“Playing safe”、72 頁参照。
33 Best Friends 路線を採用する Slaughter and May 以外のマジックサークル、Allen & Overy、
Clifford Chance、Freshfields Bruckhaus Deringer 及び Linklaters も同様である。前掲″Playing safe”、
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わしくなく、前述のマジックサークルの事務所と同様、「多国籍インターナショナルファー
ム」である。進出国の法制度が許す限り、現地法のプラクティスも積極的に取り扱っている。
これらの事務所は、収益分配方式としては、いずれもイートワットユーキル方式を採用し、
事務所によっては収益の面で各オフィスの個別性が強く、ネットワークとしての結束力は比
較的弱い事務所もある。
３．海外展開のステップ
欧米に限らず、法律事務所が海外にオフィスを持つ場合、その国に進出した特定の顧客
にリーガルサービスを提供するためであったり、その進出先市場における特定のニーズに
応えるためであったり、目的は様々である。収支予測に不確定要素も多く、当初から大き
なオフィスを構えるという展開はしないのが通常である。ごく少人数の本国から派遣され
た弁護士で構成するいわゆる″meet and greet”office(顔合わせと挨拶だけのオフィス)で、配置
される弁護士も、一定分野の専門家というよりは、多様な顧客のニーズを本国のオフィス
につなげるためのジェネラリストである。
ニーズに手応えがあり、コンスタントに案件獲得が見込めるようになれば、第二の段階
として、そのニーズに応えられる専門家を配置し、陣容も拡大する。顧客である企業のニ
ーズが多様である場合、費用対効果を考えながら、業務分野の拡大も図る。市場の成熟や
変化に伴い、戦略を適宜修正、陣容の変更が必要な場合もある。アメリカ事務所の場合、
上記２(２)の第一グループと第二グループ(一部例外もあるが)の事務所の海外オフィスは、
基本的には、この段階にある。
進出先の国のプラクティスを積極的に取り扱う場合には、第三の段階として、合併や現
地の弁護士の採用などによりその拡充を図ることになる。その際、合併の対象となる事務
所同士が違った収益分配方式を採用していたり、収益に格差がある場合には、その違いを
いかに克服するかが大きな課題となる。欧州事務所が、そのグローバル化への選択肢とし
てアメリカ事務所との合併を考慮する場合、訴訟業務のウェイトの違いも、大きな障壁34と
なりうる。
72 頁参照。
34
訴訟部門はグローバル化による恩恵を享受する度合いが低いのが一般的なので、合併候補の
アメリカ事務所がその訴訟部門の収益への依存が高くかつ高収益を上げている場合、収益の希
薄化を起しかねない transatlantic merger(大西洋を挟んだ合併、つまりアメリカ事務所と欧州事
務所の合併)には消極的となる。
36
４．欧米法律事務所の日本への展開
(1) 日本における業務
現在、欧米事務所が外国法事務弁護士事務所を設けたり、外国法共同事業を通じて取り
扱える業務は、１）日本企業の海外企業の買収等の M&A、海外企業との提携、海外市場で
の株式発行や起債、金融取引、海外での訴訟、仲裁などのリーガルサービスを提供するア
ウトバウンド業務、２)海外企業(又は国内にある外資系企業)の国内企業の買収等の M&A、
国内企業との提携、日本市場での株式発行や起債、ファンドの募集、金融取引、日本での
訴訟、仲裁などのリーガルサービスを提供するインバウンド業務、３）国内企業同士の買
収等の M&A や事業提携、金融取引など国内取引業務、の三つの業務分野である。
１）アウトバウンド業務については、得意とする業務分野や業務戦略に基づいて、外国法
事務弁護士事務所や外国法共同事業事務所という形で日本企業の需要に対応している。
日本にオフィスがない場合は、直接対応することになる。
２）インバウンド業務は、案件の性格上、アウトバウンド業務に比べ日本法が関連する割
合は圧倒的に高い。欧米事務所は、日本の法律事務所の協力を仰いで案件を共同して遂
行するか、既に外国法共同事業をしていれば、その外国法共同事務所が案件を遂行する
ことになる。
３）国内取引業務は、外国法共同事業事務所でない限り、欧米事務所が関与する余地はあ
まりない35。また、現在、外国法共同事業事務所は、既存の日本の事務所と外国法共同
事業をする一部の例外を除き、国内大手事務所に比べまだ規模も小さく、この分野をそ
の業務展開の最優先課題とする事務所は少ないと考えられる。
(２) 欧米各事務所の日本戦略の違い
前述したように、欧米事務所はそのグローバル戦略も様々で、その日本戦略もまた様々
である。M&A に特化し、ニューヨークにしかオフィスを持たない Wachtell, Lipton, Rosen &
Katz はもちろん、自前の海外拠点展開は極力避け、国外事務所と Best Friends 方式の提携で
グローバル化を図る Cravath, Swaine & Moore や Slaughter and May36(これら３事務所は、いず
れも「高収益」で知られている)が日本にオフィスを構えることは、近い将来には考えられ
ない。
日本に外国法事務弁護士事務所を構えていても、外国法共同事業をしていなかったり、
35
国内の企業同士の合併や事業提携でも当該企業が海外展開していれば、海外における独禁法
の届出や海外拠点の統合等、欧米事務所の関与が必要な場合はある。
36 Slaughter and May は 1988 年東京に外国法事務弁護士事務所を設けたが、1995 年 10 月同事務
所を閉鎖している。
37
外国法共同事業をしていても、基本的には日本企業に対し、母国での企業活動に必要なア
ドバイスを提供すること(アウトバウンド業務)を日本戦略の根幹とする事務所もある。２
(２)のアメリカ事務所の第一グループで、３.で述べた海外展開ステップとして第二段階にあ
る事務所がこれにあたる。当然のことながら、ここでの日本の弁護士の活躍の場は限定的
である。
これに対し、日本の弁護士との外国法共同事業を展開している欧米の事務所(表 3‐1参照)
は、軸足をどちらにおくかはともかく、いずれも M&A などコーポレート分野とファイナン
ス分野(一部の事務所では訴訟業務も含む)のインバウンド業務を中心に、アウトバウンド業
務や国内取引業務も手掛けている。２.(１)で述べた欧州事務所や２.(２)の第二グループや第
三グループのアメリカ事務所で、３.で述べた海外展開ステップとして第三段階にある事務
所がこれにあたる。ここでは、日本法が関連するクロスボーダー案件を手広く扱っており、
これら案件の遂行に日本の弁護士が中核的な役割を果たしている。
表 3－1 日本における外国法共同事業による提携関係の状況(2009 年 7 月 7 日現在)37
外国法事務弁護士／外国法共同事業事務所名 共同事業に係る外弁数 共同事業に係る弁護士数
2009.7.7.現在 2009.7.7.現在
フレッシュフィールズブレックハウスデリンガー 3 25
オメルベニー・アンド・マイヤーズ 2 24
ホワイト＆ケース 27 40
スキャデン・アープス 5 20
クリフォードチャンス 8 35
ポールスヘイスティンス 10 28
リンクレーターズ 5 44
オリック東京 5 17
アシャースト(アシャースト東京) 4 10
ジョーンズ・ディ 6 49
レイサムアンドワトキンス 3 8
スクワイヤ･サンダース 5 14
モリソン・フォースター(伊藤見富) 26 45
シモンズ・アンド・シモンズ(ＴＭＩ総合) 1 143
モルガン・ルイス・アンド・バッキアス(ＴＭＩ総合) 3 15
ウェイクリー(ＴＭＩ総合) 1 15
37
木南直樹、「欧米法律事務所のグローバル化と日本の弁護士」、『人権と正義』2009 年 10 月号、
45 頁。ただし、法律事務所 H の日本事務所は除かれている。
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ビンガン・マカッチェン・ムラセ(坂井・三村・相澤) 2 67
サリヴァンアンドクロムウェル 2 2
アレン・アンド・オーヴェリー 7 22
ベーカー・アンド･マッケンジー(東京青山･青木･狛) 12 113
西川シドリーオースティン 1 17
ディーエルエイ・パイパー東京パートナーシップ 2 7
ロヴェルズ 4 7
龍村・オーシャリャン 1 3
アーキス(ＴＭＩ総合) 1 12
146 782
注）弁護士数とは、外国法共同事業を営む弁護士の人数と外国法共同事業を営む弁護士又
は外国法事務弁護士に雇用されている弁護士の人数の合計である。
外国法事務弁護士数(外弁数)とは、外国法共同事業を営む外国法事務弁護士の人数と
外国法共同事業を営む弁護士又は外国法事務弁護士に雇用されている外国法事務弁護
士の人数の合計である。
第 2 節 海外展開の法律事務所の現状
欧米の法律事務所に対する評価は、様々な角度から行われている。売上高、オフィスの
数、所属弁護士の数、弁護士 1 人当りの売上高、パートナー1 人当りの純収益、顧客の評価
など様々な角度から行われている。ここでは、売上高による世界 10 位の法律事務所とパー
トナー1 人当りの純収益(Profits Per Partner、以下、「PPP」という)について調べてみること
にする。
アメリカの法律情報会社 ALM Media Properties, LLC が提供するウェブサイト
(www.law.com)によると、下記のような法律事務所らが世界 10 位圏を形成している(2010
年 12 月 5 日検索)。
表 3‐2 グローバル法律事務所の世界順位
順位
(2010)
順位
(2009)
事務所名 Location
Gross Revenue
(百万 US$)
弁護士数
(人)
Revenue
Per Lawyer(US$)
1 5 Baker & McKenzie International(U.S) 2,104 3,774 558,000
2 4 Skadden National(U.S) 2,100 1,946 1,130,000
3 3 Clifford Chance International(U.K) 1,874.5 2,586 725,000
4 1 Linklaters International(U.K) 1,852.5 2,167 860,000
5 7 Latham & Watkins National(U.S) 1,821 2,005 970,000
6 2 Freshfields International(U.K) 1,787 2,085 875,000
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7 6 Allen & Overy International(U.K) 1,644.5 1,969 810,000
8 8 Jones Day National(U.S) 1,520 2,530 615,000
9 11 Kirkland & Ellis National(U.S) 1,428 1,405 1,010,000
10 9 Sidley Austin National(U.S) 1,357 1,681 855,000
上記の表から分かるように、アメリカ法律事務所の場合、海外展開戦略を前面に打ち出
していない事務所も売上高があり、グローバル戦略を打ち出している事務所に決して劣ら
ない売上高と収益を出していることが分かる。これは上述したように、アメリカという法
律サービス市場が他の国家に比べて格段に巨大であり、アメリカを中心とした超一流企業
が存在するため、このような法律事務所らは敢えて海外進出の必要性を感じていないこと
に起因するといえる。しかし、このような法律事務所も顧客の海外案件については、海外
の提携事務所などを通じて適切な法律サービスを提供しているのは勿論である。すなわち、
表 3-1 にみられるように、表 3-2 ではロケーションがインターナショナルでない事務所に分
類された法律事務所(Skadden、Latham & Watkins、Jones Day など)の大部分が日本に進出し
て日本で外国法共同事業を営んでいることが分かる。このような面からみるとき、表 3-2 の
ロケーションによる分類はあまり大きな意味がないものと思われる。
同じウェブサイト(www.law.com)によると、下記のような法律事務所らが PPP 順位 10
位圏を形成している(2010 年 12 月 5 日検索)。
表 3-3 PPP 順位 10 位圏(2009 年)
順位 事務所名 Location PPP(US$)
Number of
Equity Partners
Gross Revenue, Most
Recent Fiscal Year
1 Wachtell New York 4,300,000 86 $585,000,000
2 Quinn Emanuel Los Angeles 3,130,000 77 $419,000,000
3 Sullivan & Cromwell New York 2,965,000 167 $995,000,000
4 Cravath New York 2,715,000 92 $568,500,000
5 Paul,Weiss New York 2,690,000 116 $665,500,000
6 Kirkland & Ellis National(U.S.) 2,495,000 270 $1,428,000,000
7 Simpson Thacher New York 2,415,000 177 $870,500,000
8 Cadwalader New York 2,410,000 61 $456,500,000
8 Slaughter and May London 2,410,000 124 $628,500,000
10 Cleary Gottlieb International(U.S.) 2,385,000 192 $965,000,000
上記の表から分かるように、表 3-2 の売上の大きいグローバル法律事務所のうち、PPP 順
位 10 位圏に入っている事務所は、Kirkland & Ellis しかない。第 1 節 2.(2)に述べた、アメリ
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カの第一のグループ、つまり一部のニューヨークの大手名門事務所が PPP 順位の上位にあ
るのである。それで、アメリカでは、PPP 順位の上位の法律事務所が超一流の事務所として
尊敬されているそうである。また、上記の表から、グローバル順位が上位の法律事務所が
必ずしも高収益をあげているとはいえないということが分かる。
第 3 節 個別事務所の戦略
本節では、個別法律事務所の戦略を検討してみる。個別事務所ごとに戦略が異なるが、
すべての事務所を調査することはできないので、表 3-2 のように 2010 年売上高対比順位で
1 位のベーカー&マッケンジーと 3 位のクリフォードチャンス、また、日本で最大規模を有
する西村あさひ法律事務所に対して検討してみることにする。
調査の方法は、インタビューを通じた調査方法を選択し、そのほか各事務所から交付さ
れた資料及び各事務所のホームページなどを参照した。また、最初に各事務所別におおま
かな事務所紹介をした後、インタビュー内容を記載し、最後に 3 つの事務所の戦略の相違
点などを整理する方法を選択した。
1．ベーカ・アンド・マッケンジー(Baker & Mckenzie)
(1) 事務所の概要及びヒストリー
ベーカ・アンド・マッケンジーは表 3-1 からも分かるように、現在規模の面で(売上高、
オフィス数及び弁護士数など)世界第 1 位のグローバル・ローファームである。この事務所
は、最初からグローバル経営を目標として設立、運営され、世界で一番先にグローバル経
営に着手したことで知られている。
ベーカ・アンド・マッケンジーのホームページの事務所のヒストリーコーナーをみると、
事務所の設立者である Russell Baker の話が詳細に記載されている。まるで Russell Baker の
自叙伝を綴ったような感じがするが、ベーカ・アンド・マッケンジーを理解するために必
要であると思われるので簡単に紹介することにする。
1901 年、アメリカのウィスコンシン州のあるポルトガル出身移住農民の息子として生まれ
た Russell Baker は 1925 年シカゴ大学ロースクールを卒業し、ロースクールの友人らと一緒
にBaker & Simpsonという彼の名前が入った最初のローファームをシカゴに開設し、その後、
1928 年に Corrine Rice をローファームに合流させて、ベーカ・アンド・マッケンジーが設立
された 1949 年まで Barker & Rice という名前のローファームを運営した。1948 年 Baker と
John McKenzie は偶然に帰宅するタクシーに一緒に乗りながら出会い、John McKenzie がア
メリカ国内事件を専担し、Russell Baker はグローバル経営に傾注してグローバル・ローファ
ームを作るということで互いに意気投合し、1949 年 ベーカ・アンド・マッケンジーを設
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立するに至った。設立当時 4 人の弁護士と総収入 75,000 ドルに過ぎなかった。しかし、1956
年 ベーカ・アンド・マッケンジーはベネズエラで、初めてアメリカの外で法律サービスを
提供し始めた後、50 年が経過した後、ベーカ・アンド・マッケンジーは 3,000 人以上の弁
護士を全世界で雇用し、収入が 1 千万ドルを超えるローファームに成長した。
ベーカ・アンド・マッケンジーは、1963 年に東京、1964 年にシドニーに事務所を開設し、
アジア太平洋地域に事業を確張する。現在、アジア太平洋地域の法律事務は世界で最も急
速に発展するものと知られている。現在、ベーカ・アンド・マッケンジーの日本事務所は
日本で最も歴史のある外国法律事務所、また、最多の所属弁護士を有する外国法律事務所
として知られている。
(2) インタビュー
本インタビューは、2010 年 12 月 2 日午前 11 時から 1 時間程度、ベーカ・アンド・マッ
ケンジーの日本事務所38(東京都千代田区永田町 2－1－10 プルデンシャルタワー)で行われ
た。
インタビュー対象者は、ベーカ・アンド・マッケンジー日本事務所の前マネージングパ
ートナーであった大田秀夫弁護士(現、顧問弁護士)であった。ベーカ・アンド・マッケンジ
ーで長年勤めたので、日本進出初期の話など興味深い話をたくさん聞くことができた。下
記はインタビューの内容である。
問 1：貴事務所は、いつ、どこで設立され、現在の規模(人員、売上げなど)はどのくらいで
すか？
答：当事務所は 1949 年アメリカシカゴで設立され、現在 3,770 人余りの弁護士が全世界 68
の事務所で活動中であり、売上げは 2009 年基準、USD2.1 billion 程度になります。
問 2：貴事務所の経営方針ないしビジョンはどのようなものであり、経営戦略については誰
がどのように決定しますか？
答：当事務所のビジョンは、No.1 International law firm ということができ、設立初期からグ
ローバル経営を念頭に置いて来て現在、世界 1 位ローファームというブランドを持つ
ようになりました。「企業の国籍を問わず、法領域の境界を問わず、言語の種類を問
わず、国際的に活躍する企業から期待される最高レベルのリーガルサービスを提供す
ること」を基本理念としています。
38
ベーカ・アンド・マッケンジーの日本事務所の正式名称は、東京青山・青木・狛法律事務所 ベ
ーカ・アンド・マッケンジー外国法事務弁護士事務所(外国法共同事業)である。
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本事務所の経営戦略は、Global Executive Committee が全世界ベーカーの全般的な戦略
を決めて推進します。この Global Executive Committee が会社の取締役会に似た役割を
し、Managing Partner of Baker & McKenzie が CEO のような役割をします。
問 3：貴事務所が日本に進出したのはいつであり、日本事務所の規模はどうですか？
答：ベーカ・アンド・マッケンジーが最初に日本に進出したのは 1963 年頃で、当時は日本
の法律上、外国法律事務所の日本進出が許可されなかったため、日本弁護士の名前で事
務所を運営しました。その後、1972 年に東京青山法律事務所を開設しました。この事務
所は当初からベーカ・アンド・マッケンジーと提携して設立した事務所です。1995 年、
外弁法の施行に伴い、ベーカ・アンド・マッケンジー外国法事務弁護士事務所が設立さ
れ、特定共同事業を開始しました。2001 年、青木総合法律事務所(1897 年設立)と合併し
て、東京青山・青木法律事務所と改称(ベーカ・アンド・マッケンジー外国法事務弁護
士事務所との特定共同事業を継続)しました。2005 年、改正外弁法の施行に伴い、東京
青山・青木法律事務所とベーカ・アンド・マッケンジー外国法事務弁護士事務所が完全
統合された一体の法律事務所である「外国法共同事業」に改組しました。2007 年、あさ
ひ・狛法律事務所その他有力事務所からの多数の弁護士の参加に伴い、事務所を大幅拡
張して、東京青山・青木・狛法律事務所ベーカ・アンド・マッケンジー外国法事務弁護
士事務所(外国法共同事業)と改称して、今に至っています。
当事務所は、外国法共同事業事務所としては最大の規模かつ最長の歴史を誇っており
ます。2010 年 10 月現在、弁護士 111 名、外国法事務弁護士 12 名、外国弁護士資格者
26 名、公認会計士、弁理士、税理士の専門職 11 名、司法書士、行政書士、社労士、翻
訳等のパラリーガル、経営管理、経理、人事、人材育成、マーケティング、IT 等の専門
家であるマネージャーと秘書等の一般スタッフ約 150名を含めて約 320名が所属してい
ます。
問 4 : ベーカ・アンド・マッケンジーと日本弁護士との関係はどのように結んでいますか？
答： ベーカ・アンド・マッケンジーは元々グローバル・ローファームであるので、各国の
現地事務所とのネットワークが強く、各現地事務所の現地化の程度及び独立性が強いで
す。日本法が許容する限り、日本弁護士と相互パートナシップを形成しているといえま
す。
問 5 : 貴日本事務所の業務内容はどのようなものですか？
答：初期には海外企業が日本法に関する法律サービスを求めるインバウンド業務が主であ
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ったが、現在はインバウンド業務、アウトバウンド業務などすべての法律領域の業務が
可能であるが、グローバルネットワークが強いので cross border 業務が多いです。例え
ば、ベーカ・アンド・マッケンジーが拠点を持っている地域に関する cross border 業務
で日本企業のために働く場合もあります。
また、主要業務分野ごとに、コーポレート(企業法務)、バンキング&ファイナンス(金
融・銀行法務)、キャピタルマーケット(証券・資本市場)、IP/IT(知的財産・情報通信)、
メジャープロジェクト(海外大規模プロジェクト)、タックス(税務)の 6 つのプラクティ
ス・グループが設けられています。
各プラクティス・グループは、案件ごとにパートナーを中心としたチームを編成して
業務にあたります。案件の内容が複数の分野にまたがるときは、必要に応じて他グルー
プの専門家をチームに参加させたり、他グループのチームと共同して対応することもあ
ります。
問 6：貴事務所の外国進出戦略はどのようなものですか？進出の段階によって異なる戦略を
駆使しますか？
答：現地事務所開設の必要が生じたら、大概の場合、最初は現地法律事務所の 1 つと提携
して進出した後、関係が緊密になればベーカ・アンド・マッケンジー事務所と一体化し
たりする。この場合にも、少なからず現地法律事務所の名前も一緒に維持している。
問 7 : 外国進出時に最も念頭に置くことは何ですか？
答 : 法律は各国によって異なるので、やはりその現地の法律によって現地化を進行して来
たといえます。しかし、上述したように、ベーカ・アンド・マッケンジーは元々グロー
バル・ローファームであるので、現地化を重視し、各現地事務所の独立性を認める傾向
が強いですが、このようなものがグローバル・ローファームとしての成功の秘訣の一つ
であったと考えられます。すなわち、他の外国事務所の場合、現地事務所を一つの単な
るブランチと認識していることと異なり、当事務所は現地事務所の独立性を強く認めて
います。しかし、そうしているうちに、ブランドの一体化が揺らぐ現象も生じており、
最近ではこれを少しずつ制限する方式(集中化する方式)に政策が変化しているようです。
問 8：日本市場に進出しながら最も念頭に置いたことは何ですか？また、日本進出に対する
評価はどうですか？
答 : 日本の法律が今まで外国の法律事務所に対して保守的な態度を維持してきたため、こ
のような規制に最も気を使って来ました。日本事務所に対する評価は本人としては話し
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にくいです。
問 9： 韓国の法律サービス市場が開放されたら、韓国に進出する意向はありますか？ある
のであれば、どのような形態で進出しようと思いますか？
答： 以前も韓国に進出しようと試みたことがあったとそうですが、現在としては未だ決定
したものはありません。
問 10：貴事務所ではビジネス・ディベロップメントのためにどのような戦略ないし活動を
していますか？
答： ベーカ・アンド・マッケンジーの強みは、単に事務所や弁護士の数ではありません。
人材育成の専門チームによる「タレント・マネージメント」の制度を設け、国際的なビ
ジネスロイヤーとして活躍するために必須の 5 つの資質と能力ごとに、各オフィスに属
する専門家の育成を図り、さまざまな業務分野でトップクラスの専門家集団としての評
価を受けています。そうした世界各国の専門家集団が蓄積してきた広範な知識と豊富な
実績を、「ナレッジ・マネージメント」の視点から有機的に統合し、膨大な法務情報の
データベースが構築されています。
また、ビジネス・ディベロップメントのための専門チームを運営しています。すなわ
ち、弁護士でない顧客開発、広報専門家らで構成されたチームを運営しています。例え
ば、法律サービス提供以後の顧客の反応に対するチェック、マーケティング資料の作成
などをしています。日本事務所の場合にも約 5 人位の専門人材がいます。それ以外の事
務所の広報活動としては、各プラクティス・グループのパートナー弁護士らを中心にセ
ミナーなどを開催する活動などがあります。
問 11：日本や韓国の法律事務所に対してアドバイスするとしたらどのようなことがありま
すか？
答 : 日本は法律サービス市場が開放されてから相当な時間が経ったので、ある程度安定し
たといえますが、韓国の場合は韓米 FTA が批准されたらすぐに法律サービス市場が開放
されるはずなので、どのような展開になるか不安があるかと思います。しかし、韓国の
場合は、それ自体市場がそれほど大きくなく、韓国内の大手ローファームが既にインバ
ウンド、アウトバウンド業務をして来て、アメリカ弁護士資格を有する英語に精通した
弁護士らが相当数いることからそれほど大きな混乱はないかと思います。
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2． クリフォードチャンス(Clifford Chance)
(1) 事務所の概要及びヒストリー
クリフォードチャンスは現在事務所の規模の面(売上高など)で世界 3位のローファームで、
イギリスロンドンを拠点に始まったローファームとしては最も代表的なローファームとい
える。
クリフォードチャンスは、1987 年にロンドンのローファームである Coward Chance と
Clifford Turner が合併して誕生した。2000 年にクリフォードチャンスはドイツの Punder
Volhard Weber & Axter とアメリカニューヨークの Roger & Wells と国際的な三者合併を行っ
て、現在 20 ヶ国に 29 のオフィス、約 2,700 人余りの弁護士を保有している。
(2) インタビュー
本インタビューは、2010 年 11 月 24 日午前 10 時半から 1 時間程度、クリフォードチャン
スの日本事務所39(東京都港区赤坂 2-17-7 赤坂溜池タワー)で行われた。
インタビュー対象者はクリフォードチャンス日本事務所の前パートナー弁護士である中
川登弁護士(現、顧問弁護士)と鈴木秀彦パートナー弁護士であった。下記はインタビューの
内容である。
問 1 : 貴事務所はいつ、どこで設立され、現在の規模(人員、売上げなど)はどのくらいです
か？
答 : 当事務所は 1987 年ロンドンで二つの法律事務所(Coward Chance と Clifford Turner)の合
併によって生まれ、現在約 2,700 人の弁護士が 20 ヶ国 29 ヶ所の事務所で活動中で、売
上げは 2009 年基準、USD1.87 billion 程度になります。
問 2：貴事務所の経営方針ないしビジョンはいかなるものであり、経営戦略については誰が、
どのようにして決定しますか？
答：経営理念とかビジョンを 一言の標語のようなものがあるわけではありません。巨大な
組織なので、どうしても長くなってしまいます。HP の Our promise to clients とか、Our
principles あたりを見ていただければ良いのではないかと思います。
39
クリフォードチャンス日本事務所の正式名称は、クリフォードチャンス法律事務所(外国法共
同事業)である。
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問 3 : 貴事務所が日本に進出したのはいつであり、日本事務所の規模はどのくらいですか？
答： 日本の外国法事務弁護士制度が導入された後である 1987 年に日本に進出した。当事
務所には、約 60 名の日本の弁護士と外国弁護士が所属し、うち日本の弁護士が約 3 分
の 2 を占めています。これは、国内の法律事務所として有数の規模であるとともに、
外国法共同事業を営む事務所として最大級の規模といえます。
問 4 : クリフォードチャンスと日本弁護士との関係はどのように結んでいますか？
答 : 当事務所の日本の法律が許容する範囲において、すなわち、日本弁護士とは外国法共
同事業に属する業務を行います。収益配分は共同事業にあたる部分と共同事業ではない
部分を分けて収益を配分し、曖昧な部分もあり得るが日本弁護士と外国弁護士の間でパ
ートナシップを形成しているといえます。
問 5 : 貴日本事務所の業務内容はどのようなものですか？
答 : 元々本国事務所(イギリス)が強みを持った分野(金融部分)に強みを持っているといえ
ます。なぜなら、初期には既存の海外顧客のニーズに応えるようなインバウンド業務が
多かったからです。本国事務所は元々金融関係業務に定評があり、よって、日本事務所
の場合も、最初は主なクライアントが外資系金融機関が多かったです。しかし、徐々に
日本の金融機関が外国に投資、貸し付ける場合などのアウトバウンド業務が増えていま
す。
当事務所は、クリフォードチャンスのアジア地域の各オフィス(香港、北京、上海、バ
ンコク、シンガポール)と密接な協力関係にあるほか、世界各国の主要都市にあって多彩
な法律業務を提供しているクリフォードチャンスの各オフィスとも協力関係にあります。
このネットワークにより、多数の法域にまたがる法的サービスを、一体として効率的に
提供することができます。
問 6 : 貴事務所の外国進出戦略はどのようなものですか？進出の段階によって異なる戦略
を駆使しますか？
答 : ケースバイケースだといえます。おおかた最初は緩い提携から始めて、後で合併する
場合まであります。例えば、シンガポールの場合、最初は現地法律事務所と緩い提携を
結んでから、シンガポールの外国弁護士に対する規制が緩和されることによって独自に
現地事務所を開設し、現在は提携事務所と現地事務所がそれぞれ運営されている場合も
あります。
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問 7 : 外国進出の際、最も念頭に置くことは何ですか？
答 : 国によって法律制度が異なるため、クリフォードチャンスは現地法律体系によって現
地化を進行します。したがって、無理に展開しないほうです。
問 8 : 日本市場に進出しながら最も念頭に置いたことは何ですか？また、日本進出の状況及
びこれに対する評価はどうですか？
答 : 日本の場合も同じく、日本現地法律で認めている範囲内で注意深く進出しました。日
本事務所で念頭に置いていることは、日本国内の 4 大法律事務所との差別化を試みたこ
とです。すなわち、日本語と英語での同時に法律サービスが可能であり、日本法と外国
法を同時に検討する点をアピールしようと思いました。例えば、外国企業と日本企業の
M&A 事件の場合、一事務所で外国法と日本法に関する法律サービスを同時に提供するこ
とができるという点をアピールしました。1987 年、最初に日本に進出する際は、本国事
務所と以前から親密な関係を結んでいた日本の中堅事務所(弁護士10人余り)2～3ヶ所と
提携関係を結んで業務を行っていましたが、2001 年に日本の外国弁護士に対する規制が
緩和されながら提携関係を結んだ事務所と共同事務所を経営するようになり、外国法共
同事業を中心に日本で事業を展開するようになりました。やはり、本国事務所が強みを
持った分野(金融関係)の業務が中心になりました。
問 9 : 韓国の法律サービス市場が開放されれば韓国に進出する意向はありますか？あると
したら、どのような形態で進出しようと思いますか？
答 : 事務所本部でアジアを重視しているので、韓国に進出する可能性もあるとみています。
しかし、どのような形態で進出するかは分かりませんが、進出するとしても今までの慣
行からみて、韓国の法制度に合わせて非常に慎重に進出するだろうと思います。
問 10 : 日本や韓国の法律事務所に対してアドバイスする点があるとすればどのようなこと
がありますか？
答 : 日本や韓国の法律事務所が外国進出をするにあたって、最初から自分の名前で現地に
進出したら相当な時間と労力が多く必要だと思います。したがって、最初は現地事務所
と緩い提携をする形態にして、徐々に補強をする必要があるのではないかと思います。
問 11 : 貴事務所ではビジネス・ディベロップメントのために特別な組職や活動をしていま
すか？
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答 : ロンドンにビジネス・ディベロップメントを統括する部門があり、さらに各事務所に
ビジネス・ディベロップメント専任の人員を配置しています。グローバルに戦略的顧客 を
定めて、集中的にビジネス・ディベロップメント活動をするようにはしておりますが、グ
ローバルな戦略的顧客とローカルな戦略的顧客は必ずしも重なりませんから、東京は東京
で戦略的顧客を定めて当該クライアント向けのセミナーを行ったりしております。
なお、特にロンドンにビジネス・ディベロップメント・マニュアルがあるとは聞いていま
せん。ており、
3. 西村あさひ法律事務所
(1) 事務所の概要およびヒストリー
西村あさひ法律事務所(以下「西村あさひ」という)は、西村ときわ法律事務所とあさひ法
律事務所国際部問が統合して 2007 年 7 月 1 日に誕生した日本国内最大規模の法律事務所で
ある。2010 年 4 月現在、弁護士 474 人、外国弁護士、税理士、弁理士など法律業務と密接
に関連する分野の専門家 18 人が所属している。また、法律事務の専門職員であるパラリー
ガル、秘書及び管理事務に従事する人を含めて総勢 1,000 名を超える人員で構成されている
(図 3‐1 参照)。
図 3‐1 西村あさひの人員構成
出所：西村あさひ法律事務所のホームページ(http://www.jurists.co.jp)から抜粋
西村あさひのヒストリーをみると、以下のとおりである。
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－1966 年 12 月：故西村利郎弁護士が、西村法律事務所(西村総合法律事務所の前身)を設立。
－1976 年 3 月：松嶋英機弁護士が、松嶋法律事務所(ときわ総合法律事務所の前身)を設立。
－1977 年 11 月：桝田江尻法律事務所(あさひ法律事務所の前身）設立。
－2004 年 1 月：企業法務、金融法務、国際法務などに豊富な実績を有する西村総合法律事
務所と事業再生・倒産法務で有数の実績を誇るときわ総合法律事務所が統合
し、西村ときわ法律事務所となる。
－2004 年 10 月：プロジェクトファイナンス、PFI などの分野で有数の実績を上げている弁
護士グループ(旧三井安田法律事務所)の移籍。
－2007 年 7 月：西村ときわ法律事務所とあさひ法律事務所(国際部問)が統合して西村あさひ
法律事務所となる。
(2) インタビュー
本インタビューは、2010 年 12 月 1 日午後 2 時から 1 時間程度、西村あさひの事務所(東
京都港区赤坂 1-12-32 アーク森ビル)で行われた。
インタビュー対象者は、西村の前パートナー弁護士である下條正浩弁護士(現、顧問弁護
士)であった。下記はインタビューの内容である。
問 1: 貴事務所は、いつ、どこで設立され、現在の規模(人員、売上げなど)はどのくらいで
すか？
答 : 当事務所の沿革と規模などはホームページなどの資料を参照してください。
問 2: 貴事務所の経営方針ないしビジョンはいかなるものであり、経営戦略については誰が、
どのようにして決定しますか？
答： 当事務所の運営理念は、まず、共有化されたプロフェッショナルの知的資源を優れた
チームワークでクライアントに提供するための「組織としての一体性」、特定のクライ
アントに経済的に依存することなく、常に客観的な視点のもと、最善の選択肢を提供
するための「弁護士の個性の尊重」、そして、クライアントからの絶対的な信頼を得る
ための「仕事の質へのこだわり」となっています。経営戦略などは、20 人余りのパー
トナーで構成される経営会議で大枠を決めるようになっています。
問 3 : 貴事務所の外国進出現況はどうですか？
答： 2010 年 4 月に北京事務所、同年 10 月にホーチミン事務所を開設しましたが、両事務
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所とも日本企業のニーズに応えるために設立したものです。両事務所とも、現地の法
律事務所と提携してやっています。 北京事務所には１人の弁護士が常駐して、２～３
人の弁護士が行ったりきたりしています。ホーチミン事務所にも１人の弁護士が常駐
してます。
問 4 : 貴事務所は、欧米事務所との提携とか、外国法事務の共同事業はしていますか。
答： 当事務所は欧米事務所とは提携していませんが、案件別に協力することにしています。
当事務所には 20 人余りの外国弁護士がいますが、外国事務弁護士の登録をしたのは 1
人だけで、外国法事務の共同事業は行っておりません。
その理由はいろいろあり得ますが、外国法律事務所の干渉を受けたくないからではな
いかと思います。
問 5 : 貴事務所の業務内容はどのようなものですか？
答： 当事務所は総合事務所なので、法律のあらゆる分野に対応できます。当事務所では、
旧来の法分野区分ではなく、専門能力の有機連携で最善の解決策を導いています。つ
まり、当事務所では、法律分野ごとの部門制を敷かず、個々の案件ごとに最適なスタ
ッフをチームとして編成するよう努めています。一人ひとりが持つ高度な専門性を活
かして連携・協力することにより、最善の解決を目指しています。
問 6 : 日本のクライアントが外国へのニーズがある場合、どう対応しますか。
答： 日本のクライアントが外国へのニーズがあるとき、当事務所のネットワークを利用し
て相応しい現地事務所を紹介して来ましたが、先ほどお話したように、このようなク
ライアントのニーズに応えるために今年中国の北京とベトナムのホーチミンに事務所
を開設しました。
問 7 : 外国進出時に最も念頭に置くことは何ですか？
答：アウトバウンド案件において他の外国事務所と競争しなければならないので、他の事
務所との差別化に力を入れなければいけないと思います。
問 8: 欧米の法律事務所らはビジネス・ディベロップメントのために専門チームを運営する
などマーケティング戦略を駆使しているといいますが、貴事務所の場合はどうですか？
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答： 当事務所ではそのような専門チームを構成して運営していません。ただ、パートナー
らが中心となって、自分たちの専門分野に関するセミナーを開くなどの活動をしてお
り、この場合は事務所次元で支援をしています。
問 9 : 韓国の法律サービス市場が開放されたら韓国に進出する意向はありますか？ある場
合にはどのような形態で進出しようと思いますか？
答： 韓国への進出はまだ考えたことがありません。
問 10 : 日本の法律サービス市場開放と関連して話したいことは何ですか？
答： 日本は法律サービス市場を開放してから既に約 24 年が過ぎました。勿論、法律サー
ビス市場を一度に開放したのではなく、段階的に開放をするなどの措置を取ることで、
最初に心配したこと、すなわち、欧米法律事務所に法律サービス市場を奪われるので
はないかということはそれほど大きく問題化されなかったと思います。特に、法律と
は、各国が固有の特殊性を有しているので、欧米法律事務所が日本に進出しても国内
案件(ドメスチック)に対しては外国弁護士らが活動をするのに多くの限界があるので、
この部分に対しては結局日本国内弁護士ら同士の競争になっています。日本の法律サ
ービス市場に欧米法律事務所が進出することによって、日本の法曹は欧米の先進法律
技法などを学ぶ良い機会を持つようになり、法曹のレベルも向上したと思います。そ
れでもまだ日本の弁護士団体では保守的に判断をする見解がまだたくさん残っていま
すが、そのように考える必要はなく、外国法律事務所との国際的パートナーシップも
認める方向に進まなければならないと思います。そのような面で、来年に改正される
弁護士法において外国弁護士との混合法人の設立を認めたことは良い方向だと思いま
す。
問 11 : 日本の法律サービス市場開放の経験に照らして、韓国の法律事務所に対してアドバ
イスするとしたらどのようなことがありますか？
答： 法律サービス市場の開放に関して韓国の法曹が不安を感じることは当然だと思います。
大手欧米法律事務所の進出に対する対処方案は、おおかた、3 つの方案ではないかと思
います。ドイツのように大手欧米ローファームの傘下に入ってグローバルネットワー
クを利用する方案、欧米の法律事務所と提携を結ぶ方案、また、西村あさひのように
独立路線を歩む方案があるでしょう。しかしながら、韓国の場合は既に大手ローファ
ームが存在しており、欧米法律事務所が韓国国内業務に対しては実質的に関与するの
が難しいという点は日本と似ているので、自分たちの状況に合うようにうまく対処す
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れば良いと思います。
4．まとめ
上記の 3 つの法律事務所に対するインタビューを通じて得た内容を整理すると次のとお
りである。
表 3‐4 まとめ表
ベーカ・アンド・マッケンジー クリフォードチャンス 西村あさひ
売上 2,104(百万 USD) 1,874.5(百万 USD) 未公開
弁護士数 3,774 2,586 484
ロケーション International(U.S) International(U.K) 日本(東京)
オフィス 40 カ国/69 オフィス 25 カ国/29 オフィス 3 カ国/3 オフィス
理念(ビジョン)
No.1 International
law firm
あらゆるの大陸・文化・時
間帯･管轄・プラクティス
エリア・産業分野にサービ
スできる global law firm
組織としての一体性
弁護士の個性の尊重
仕事の質へのこだわり
業務内容(日本)
インバウンド業務・アウトバウ
ンド業務 中心
インバウンド業務・アウ
トバウンド業務 中心
国内取引業務・インバウン
ド業務 中心
規模(日本)
弁護士数
弁護士：111 人
外国弁護士：38 人
弁護士：約 40 人
外国弁護士：約 20 人
弁護士：474 人
外国弁護士：10 人
提携関係
日本事務所と一体化
外国法共同事業
日本事務所と一体化
外国法共同事業
提携関係無し
海外進出戦略
現地事務所と提携
► 一体化
現地事務所と提携
► 一体化
現地事務所と提携
日本進出時期 1963 年 1987 年 －
海外進出時、最も
懸念されること
現地の法律
差別化
現地の法律
差別化
現地の法律
差別化
グローバル戦略
1956 年海外進出開始
現地化の程度が強い
1987 年海外進出開始
現地化の程度が弱い
2010 年はじめて進出
ビジネス・ディベ
ロップメント
専門チーム活動活発
(グローバルネットワーク共用
マニュアルあり)
パートナー中心セミナー
専門チーム活動あり
パートナー中心セミナー
専門チームなし
パートナー中心セミナー
53
韓国進出可否
未定(前には進出を試みたこと
がある)
未定 なし
上記の 3 つの法律事務所に対するインタビューから把握できた事実は次のとおりである。
(1) 現地法律の規制
法律事務所の海外展開において、各法律事務所が最も懸念される部分はやはり現地の法
律に関するものである。すなわち、法律事務所が現地で法律サービスを行うためには現地
の法律規定から外れない範囲で現地事務所を設置するか、現地の法律事務所と提携をしな
ければならないので、現地の法律の規制内容に対して懸念するのは当然のことである。ま
た、本国の顧客が現地でビジネスを進行しようというニーズを持っているとき、法律事務
所は顧客のためにその顧客に必要な情報を提供するか、又は適切な法的アドバイスをすべ
きであるが、このためにも、現地の法律に対して懸念しなければならない訳である。
(2) 現地化の段階
本章第 1 節 3.で検討したように、法律事務所が海外展開をする時には、段階的ステップ
を踏んでおり、このような傾向は今回インタビューした 3 つの法律事務所もほとんど同じ
であった。最初は、本国顧客の外国現地に関する法律的ニーズに対して法律サービスを提
供するか、又はその現地の特定ニーズに対応するために現地に小規模の事務所を設置する
か、又は現地の法律事務所と緩い提携をして進出する(1 段階)。その後、固定的な案件獲得
が見込まれ、その現地市場が成熟すれば、各分野の弁護士らを拡充して現地事務所を拡充
するか、又は現地の法律事務所との提携関係を強化し(2 段階)、その後は現地の弁護士らを
雇用するか、又は現地の法律事務所を合併して一体化した事務所を運営する段階(3 段階)を
経るが40、このような段階的ステップを筆者は「法律事務所の現地化段階」と称することに
する。このような法律事務所の現地化段階論が日本でもおおかた通用していることが分か
る。
べーカー･アンド･マッケンジーの場合、日本の法律サービス市場が開放される前の 1963
年に独自に日本に初めて進出し、1972 年には当初より日本弁護士らと提携して東京青山法
律事務所を開設したため、一般的な場合と異なるとみることもできるが、日本に初めて進
出した 1963 年度を第 1 段階とみると、法律事務所の現地化段階を概して踏んでいるとみる
ことができる。クリフォードチャンスは、最初は日本の法律事務所と緩い提携関係で始め
て、徐々に拡充した後、現在は一体化した事務所の形態となった。上記の 2 つの事務所は
40 もちろん、現地の事情によって現地の提携事務所をそのまま置いたまま、別に事務所を拡充
したりする。クリフォードチャンスのシンガポールの場合がそうである。
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両方とも既に法律事務所の現地化第 3 段階に入っているといえる。それゆえ、業務内容も
インバウンド業務、アウトバウンド業務が中心であるが、国内取引業務にも関与している。
これに対して、2010年に初めて海外に進出した西村あさひは未だ第 1段階にあるといえる。
(3) グローバル戦略(現地化の程度)
べーカー･アンド･マッケンジーとクリフォードチャンスは、法律事務所の現地化段階論
に立脚してみると、大きな差異はないように思われる。しかし、実際の現地化の程度とい
う具体的な戦略面においては若干異なる面をみせている。
べーカー･アンド･マッケンジーは、最初からグローバル戦略を持って設立されたローフ
ァームとして世界で最も早くグローバル事務所を開設したローファームであり、その他の
欧米法律事務所に比べて現地化の程度が深化しているといえる。べーカー･アンド･マッケ
ンジーの現地事務所は独立性が強いという。すなわち、現地に係わる案件における現地パ
ートナー弁護士らの発言権が強く、現地の弁護士らとも実質的なパートナーシップを結ぶ
など、現地化に徹底した法律事務所であるといえる。現地事務所の独立性が強いと、グロ
ーバル展開の躍動性という面ではメリットを有するとみることができ、このような面が規
模面で世界最高を誇るグローバルローファームになる原動力になったといえる。しかし、
現地事務所の独立性が強いと、現地事務所の力量又は実績の差異によって、全体的なロー
ファームのブランドが牛耳られる可能性があるという点、また、グローバル案件において
意思決定がむしろ遅くなるか、対応が緩くなり得るという点、また、結局グローバルロー
ファームの全体的なブランド管理に問題が生じ得るという点が問題として指摘され得る。
これに対して、クリフォードチャンスの場合(クリフォードチャンスのみならず他の欧米
法律事務所もおおかた同じであるという)は、現地事務所の独立性が弱く、本国事務所の単
なる現地事務所としての性格が強いという。したがって、グローバル案件の処理において
統一性、迅速性を期することができるようになる長所を有しているが、現地化に立ち後れ
てグローバル展開の遅い点は問題点として指摘することができる。
勿論、規模の面からみると最大のべーカー･アンド･マッケンジーが、収益性の面からみ
ると、クリフォードチャンスのような戦略を有するローファームよりも立ち後れているよ
うである(表 3-2、3-3 を各参照)。したがって、現地化を徹底的に行うということが必ずしも
正しい戦略とみることはできないといえる。例えば、グローバル戦略において、現地化は
重要な部分を占めるが、現地化戦略がグローバル戦略の全部ではなく、業種別、分野別に
その重要度は変わるのではないかと思う。法律事務所の海外展開における現地化の程度に
差異がでることについて、結局このような差異は、その法律事務所の経営方針やビジョン
によるものであるので、いずれがより良い戦略であると断言することは難しいであろう。
しかしながら、最近べーカー･アンド･マッケンジーは自身のローファームブランドの向上
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のために集中化作業をしているという。結局、収益性の向上のために戦略の変化を図って
いる訳である。
(4) ビジネス･ディベロップメント等
べーカー･アンド･マッケンジーとクリフォードチャンスの場合、ビジネス・ディベロッ
プメントのための組職を有している。
べーカー･アンド･マッケンジーの場合、まずビジネス・ディベロップメントのために専
門チーム(マーケティング専門家らを含む)を設けて、これを十分に活用する(日本事務所に
も専門チームがある)。この専門チームでは顧客管理のために、受任を受けた事件が終わっ
た後、顧客から不足・不便であった点や是正事項があるか否かをチェックして管理し、ロ
ーファームの広報に対する一貫した戦略を立てるなど、ビジネス・ディベロップメントの
ために多くの労力を費やしている。また、所属弁護士らの実力及びグローバル力量を向上
させるための体系的な教育プログラムを有しており、各事務所にはこのような教育プログ
ラムのみを専門的に担当する弁護士がおり(日本事務所にも教育専担弁護士が別にいる)、ロ
ーファーム全体の効率性及びブランド管理のために全グローバル事務所が共有するマニュ
アル41をもっているという。
クリフォードチャンスの場合もロンドンにビジネス・ディベロップメントを統括する部
門があり、各現地事務所に専門人員を配置している。グローバル化すべく戦略的顧客を定
めて、集中的にビジネス・ディベロップメント活動をしているが、グローバル化した戦略
的顧客と地域の戦略的顧客は必ずしも重ならないため、日本事務所は日本なりに戦略的顧
客を定めてその顧客に必要なセミナーなどを開催している。
また、3 つの法律事務所が共に行っていることは、各専門チームのパートナー弁護士が中
心になって専門分野に関するセミナーなどを開催して自身らの専門性及び事務所の力量を
顧客らにアピールしていた。
(5) 顧客満足に関して
上記のような内容を総合してみると、欧米のグローバル化した法律事務所や日本の大手
法律事務所は共に、顧客のニーズに応じるために、すなわち顧客満足のためにグローバル
戦略を展開しているということが分かる。
べーカー･アンド･マッケンジーが最初からグローバルローファームを志向したとしても、
本国顧客のグローバルニーズがなかったら現在のようにグローバル化されたローファーム
41 マニュアルの具体的内容は企業秘密に該当する事項であるとして、詳細に説明することを憚
ったが、例えば、顧客と接する際のマナーなどがあるという。
56
になることができなかったはずであり、このような顧客の必要を満足させるために現地化
を徹底的に推進して来たということが分かる。特に、顧客満足のために専門チームを運営
するなど顧客のニーズがどこにあるのかをいつも念頭に置いているといえる。
クリフォードチャンスも EU 統合という社会的変化を逃さないという本国(イギリス)企業
(特に金融関連企業)のニーズに応じるために海外事務所を準備し始め、本国の顧客の法律的
需要を満足させるために日本にも進出した訳である。
西村あさひも、日本企業の中国、ベトナム進出による顧客の法律的需要に応じるために
中国とベトナムに事務所を設けた。
要するに、グローバル戦略ないしグローバルマーケティング戦略といっても、結局は顧
客満足戦略の一環であるということが分かる。
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第 4 章 グローバル時代における法律事務所のマーケティング戦略
－法律事務所 H を中心に
これまでの議論において、法律事務所のグローバルマーケティング戦略というのも結局
は顧客満足のための戦略の一つであるという事実が分かった。よって、本章では、法律事
務所の顧客満足のための戦略の一環としてのグローバルマーケティング戦略という切り口
に立脚して議論することにする。このために、まず、最近議論されている顧客満足研究の
新ステージに関して検討し、このような新しい顧客のとらえ方が法律事務所の顧客満足経
営にどのように適用されるかについて検討した後、法律事務所 H の現在状況及び今後のビ
ジョンに照らして、最も適切なモデルを抽出してみることにする。特に、法律事務所の海
外展開ステップ第 1 段階にある法律事務所 H の日本事務所の立場から何をどうすべきであ
るかについて考察してみる。
第 1 節 法律事務所における顧客満足戦略
1． 顧客満足研究の新ステージ
ここでは、顧客満足研究に関する新ステージについて、永井猛教授の見解を中心に検討
してみる42。
CS(顧客満足：Customer Satisfaction)に対する理論が注目され、様々な角度から発展した
ことは、アメリカの長期不況に対する反省及び打開策を見出すための努力からはじまった。
日本もバブル崩壊以降の不況の長期化によって、業種の如何にかかわらず、CS が原点から
問われる時代が到来した。すなわち、経済に好・不況の周期的なサイクルはあったとして
も、長期的に成長を前提としていた時代は、CS はリップサービスにならざるをえなくても
仕方がなかった。また、アメリカが日本企業をベンチマーキング対象として、学ぼうとい
う動きがあった時期には、「顧客満足=品質問題」であり、日本企業の品質は世界一である
と解釈してしまった。しかし、バブル経済崩壊後、日本市場は当時のアメリカ以上の長期
不況に陥り、それゆえ、遅ればせながら CS の重要性について新しく認識をするようになっ
た。
顧客満足に関する理論も様々な実証研究が発表され、顧客のとらえ方の大転換があった。
PIMS(Profit Impact of Market Share)プロジェクトの研究結果に代表されるマーケットシェ
ア発想がカスタマーシェア発想に転換し43、従来の顧客のとらえ方も大きく転換した。つま
り、ロイヤリティの高い顧客とロイヤリティの低い顧客は企業によって等価ではないとい
42
永井猛、前掲書、341‐366 頁。
43 発想の転換をもたらした実証研究成果の内容については、永井猛、前掲書、346 頁。
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うことである。また、顧客のとらえ方も、期間内での取引額ではなく、顧客の生涯価値（Ｌ
ＴＶ：Life Time Value（一人の顧客が生涯にわたってもたらす全利益の純現在価値））へと
大きく転換した。従来のシェア重視のマーケティングでは顧客を見込み客と既存顧客の 2
種類に大別し、見込み新規客をいかに取り込むかに専念してきた。顧客満足を追求するア
プローチは、顧客を 2 つの集団でみるのではなく、ロイヤリティの程度（図 4‐1）、さらに
は他の潜在顧客に対する影響力の程度（図 4‐2）によって細分化してとらえる。
図 4‐1 顧客のとらえ方の変化① 出所：永井猛、前掲書、347 頁。
図 4‐2 顧客のとらえ方の変化② 出所：永井猛、前掲書、348 頁。
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Satisfaction, and Value,” The Free Press,1997 より作成。
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Butterworth-Heinemann Ltd., 1991, p.22 より。（満足度は低いが、他に選択肢が多くよくスイッチ傭 兵Heskett, J.L. et al., “The Service Profit Chain: How Leading Companies Link Profit and Growth to Loyalty,リレーション
シップの開発Martin Christopher, Adrian Payne, and David Ballantyne, “Relationship Marketing,”
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顧客満足の重要性について異を唱える経営者はいない。顧客満足と顧客ロイヤリティの 2
変数の間に統計的に有意な関係が抽出されたからといって、「顧客満足を上げて顧客ロイヤ
リティを高めましょう」といっても、具体的に、何をどうしなければならないのかは不明
である。相対的評価として CS を問うことにはそれなりの意味があるかもしれないが、それ
らが明らかになったからといって、どうなのであろうか。顧客満足は、その満足度を継続
的に測定しているだけでは戦略になりえない。CS を高めるために自社は何から始めなけれ
ばならないのか、具体的にどこをどう変えていかなければならないのか等の意思決定にブ
レークダウンできる説明力のある構造モデルが求められている。顧客満足を構造として把
握することによって概念から戦略へブレークダウンすることが可能となる。
顧客が購買戦略を持った時代がスタートしたことを忘れては困る。何が、いつ、どこで、
どれだけ売れたかは、POS(Point of Sales）データである程度までは把握ができる時代である
が、POS と EOS(Electronic Ordering System）をドッキングさせただけでは、売れたものを売
れただけできるだけ早く補充するという「後始末型のシステム」を構築しただけにとどま
っている。ＰＯＳデータから、「誰が」「なぜ」買ったのか、そして「それで本当に満足し
たのか」を識別できてはじめて、より良い商品の開発や売り方に結びつくことになる。あ
る商品がある店舗で売れた場合に、その商品が「目的買い」で買われたのか、あるいは本
来欲しいと思った商品がなかったがゆえに仕方なしに「間に合わせ」で買われたのかのち
がいは非常に大きい。しかし、POS データには、「計画購入」「ブランド指名購入」「間に合
わせ購入」「ついで買い」「衝動買い」を識別するフラッグは立っていない。さらに悪いこ
とには、 POS データを見る人たちの大半は、「売れたものは顧客が欲したもの」という思
い込みに支配されている。
POS データや顧客データベース内のデータから、誰が、なぜ買っているのかの顧客情報
をシナリオ化(仮説立案)する力が求められる。顧客情報のシナリオ化のためには、市場の全
体像(顧客がどういう座標軸で商品･サービスを評価し、自社およびライバルの商品･サービ
スはその座標軸の中のどこに位置しているのか)をある程度まで正確に把握できているか否
か、そして、顧客満足(顧客が満足に至るプロセスとその満足度･不満度に影響を及ぼしてい
る諸要因のインパクトの大きさ）を構造化してとらえているかが分岐点になる。
顧客満足は、その満足度を継続的に測定しているだけでは戦略になりえない。それなら
ば、自社の新規顧客と既存顧客のリピート率(継続利用率)を測定していることとほぼ同じで
ある。リピート率が低下すれば、満足度が低くなっているということをある程度まで類推
はできる。しかし、リピート率を高めるために自社は何から始めなければならないのか、
具体的にどこをどう変えていかなければならないのか等の意思決定にブレークダウンする
ことはできない。顧客満足を構造として把握することによって概念から戦略へブレークダ
ウンすることが可能となる。
これまでのマーケティングにおける顧客満足研究は、あくまでも「企業の論理」による
顧客満足を対象としてきた。顧客満足は、商品の評価情報やネガティブ情報、さらには顧
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客の選択の自由度の関数である。したがって、評価情報を遮断し、選択の自由度を制限し
て競争を繰り広げてきている業界内での顧客満足を論じてもほとんど意味がない。それは、
企業の論理による顧客満足に過ぎない(図 4-3 参照)。顧客満足イノベーションとは、顧客の
論理に立脚したビジネスモデルの構築を意味している。つまり、客観的な評価情報の提供
と選択の自由度の拡大を前提としたビジネスモデルの提供である。それを前提とした上で、
何を・どう提供できるかの知恵と実行力が問われている。切り口を変えて、まったく新し
い技術で新しい市場を開拓するだけがこれからの起業家の役割ではない。既存ビジネスを
上記の客観的な評価情報の提供と選択の自由度という２軸で分類してみると、既存産業の
ほとんどが、その最低必要条件すら満たしていないことが分かる。既存ビジネスの中でも
CS イノベーションが十分に可能な領域はあまりにも多く存在しているのである。
図 4-3 企業の論理による CS 研究から顧客の論理による CS 研究へ
出所：永井猛、前掲書、348 頁。
2． 法律事務所における顧客満足戦略
上記にて検討した永井猛教授の見解は、法律事務所の顧
るのであろうか。法律サービス市場ないし法律事務所の特
(1) 法律事務所の特性と顧客満足
第 1 章第 1 節 3.にて検討したように、法律サービス市場
様々な異なる特性を有している。そのうち、最も著しい特
スの供給者の資格が厳格に制限されており、これにより顧
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61
ビス内容及びその供給者に対する情報が制限されているという点であるといえる。このよ
うな特性によって 10 余年前まで日本と韓国の法律事務所はある程度の既得権を享受して来
たし、甚だしくは法律事務所の業務はサービス業ではないと話す人までいた44。したがって、
法律事務所は敢えてビジネスディベロップメントのための活動をする必要もなく(日本と韓
国の場合、もちろん法律でも広報ないし宣伝は禁止されていた)、ただ自身らの専門分野に
忠実であればよかった。また、法律サービスの過ちによる顧客が被った被害に対する損害
賠償に係わる保険商品も存在しなかった。この時期までの日本と韓国の法律事務所におい
ては、顧客満足という概念はほとんど認識自体がなかったといえる。ただし、敢えて話す
とすれば、専門性、すなわち法律サービスに対する品質さえ良ければ顧客は満足するとい
う程度の認識にとどまっていたといえる。
しかし、このような認識は時代の変化に従って必然的に変化せざるを得なくなった。特
に、最近の弁護士数の急激な増加によって法律サービス供給者の絶対数が急速に増加した
ことによって、法律サービス市場で弁護士 1 人当りが担当し得る事件数は急激に減少して
いる。しかも、インターネットの急速な普及によって法律サービスの内容ないし供給者の
情報に対して顧客が容易に接近することができるようになり、顧客は自分の求める法律サ
ービスの内容(処理方法などを含む)及びこれを処理する弁護士に対する情報(専門分野、出
身地など)まで事前に情報の入手が可能になった。また、法律サービス市場開放とともに本
国の顧客のために欧米の法律事務所が日本や韓国に進出して来ている。このような時代の
変化に日本と韓国の法律事務所はいかにして対応、適応して行かなければならないであろ
うか。顧客が購買戦略を有した時代がスタートしたことを忘れては困るという認識と発想
の転換が至急であるといえる。また、従来の顧客のとらえ方も大きく転換しなければなら
なくなった。
しかし、顧客満足に対する認識と発想を転換したからといって、具体的にすぐ変わるも
のではない。すなわち、顧客満足を向上させるために法律事務所は何を始めなければなら
ないか、具体的に何をどんなに変えて行かなければならないかなどの意思決定と実行に現
われなければならない。このような側面からみると、永井猛教授の見解は法律事務所の顧
客満足戦略にも基本的に適用されると思われる。法律事務所の論理による顧客満足ではな
く、顧客の論理による顧客満足、すなわち顧客の論理に即したビジネス・モデルの構築が
必要であるという点は否認することができなくなり、このために顧客満足を構造として把
握する必要があるであろう。
このような点から早稲田大学サロンマネジメント研究会の「美容サロンの顧客満足度の
構造に関する研究45」が多いに参考となるものと思う。しかし、本研究において法律事務所
の顧客満足度に関して構造的に実証・検証するには未だ時期尚早であると判断される。な
44
勿論、このような見解は、法律サービスの公共的な面を強調しているとも考えられる。
45
永井猛監修『21 世紀の美容サロンマーケティング』早稲田大学サロンマネジメント研究会、
2002 年。
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ぜなら、未だ法律事務所に対する顧客ロイヤルティを規定する主要要因でさえ整理されて
いないからである。
したがって、本研究では法律事務所に対する顧客ロイヤルティを規定する主要要因に対
して具体的に検討し、このような各主要要因に対してどのように対処すべきかをグローバ
ル戦略という観点も含めて考察してみる。
(2) 法律事務所に対する顧客ロイヤルティを規定する主要要因
法律事務所の顧客が法律事務所に対して求めることは何であろうか。法律事務所のサー
ビスのどのような部分に対して満足を感じるであろうか。法律事務所に対する顧客のロイ
ヤルティに影響を与える主要要因を検討してみる。
1) 専門性の要因
A. 担当弁護士の法律に関する基本的素養
法律サービスの最大の特性は、誰でも法律サービスを提供することができる訳ではない
ということである。法律サービスとは、他のサービスに比べて極めて専門的な内容で、サ
ービスの内容による効果ないし影響力も他のサービスに比べて大きいため、国家で一定の
資格を定めておいてその資格基準を満たす弁護士だけにこれを許容しており、顧客もこの
ような内容を十分に分かっている。したがって、法律に関して基本的素養のない弁護士を
顧客が願うはずはない。
B. 担当弁護士の専門的知識・見識
複雑に変化していく経済・社会の変化によって、法律サービスも専門化・細分化して行
っている。このような専門分野に該当する場合は、特に、担当弁護士の専門性が最も重要
なポイントになる。また、専門分野の案件の場合、もちろん案件によって異なるが46、大部
分はタイムチャージで報酬を受け取る場合が多いので、専門性のない弁護士の場合は自分
の担当案件を理解して処理するのに、専門性を有する弁護士に比べてより多くの時間を必
要とするはずであり、そのようになれば結局サービスの質に比べて弁護士報酬が高くなる
結果となるので、決して顧客の好評を得ることはできないであろう。
2) マーケティングの要因
46
訴訟案件の場合、日本と韓国では着手金・成功報酬として一定金額ないし一定比率で報酬を
受け取る例がより多い。
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A. 弁護士報酬
法律事務所の法律サービスに対して顧客は弁護士報酬を支払う。したがって、顧客の立
場で最も気を使う部分が報酬であって、顧客はできれば安い報酬で法律サービスを受けた
がり、法律事務所では少しでも多くの報酬を受けたがる。したがって、常に顧客と法律事
務所の間の理解が最も対立する部分であるといえる。
日本と韓国の場合、以前は弁護士団体で一応の基準を設けて提供していたが、事案の複
雑性、法律サービスの量と質などが各事案ごとに異なるので、上記の基準はほとんど守ら
れておらず、更に公正な取引を阻害するという意見もあり、現在は廃止された。それゆえ、
現在は、各法律事務所別に報酬体系ないし報酬基準を設けており、法律事務所 H の場合に
もこのような基準を設けている。したがって、その法律事務所のリピーター顧客はその法
律事務所の大略的な報酬基準が分かっているはずであり、それにもかかわらずロイヤルテ
ィが高い継続的な顧客になったということは、ある程度その法律事務所の報酬基準に満足
しているとみてもよいのでないかと思う。
また、高度の専門性が要求される事案であって、特定の法律事務所以外には処理するこ
とができない事案の場合、通常の報酬基準よりも多くの報酬を受け取ることができる。こ
のような側面でグローバルネットワークがある法律事務所が優位点を有する。例えば、特
定現地国に法律的需要がある場合、その現地に法律事務所を有しているか、現地国の弁護
士との十分なネットワークのとれている法律事務所だけがその事案を処理することができ、
そうであれば、その法律事務所にその案件を任せるしかないからである。そうではない場
合は、何ヶ所かの法律事務所に見積書を提出するようにして、案件を任せる法律事務所を
定めたりするが、この場合は通常の報酬基準よりも少ない金額で見積書を提出することも
ある。
B. 事務所の規模及び位置
法律事務所の規模も顧客にはインパクトが大きい部分である。前述したように、専門化・
複雑化する案件を弁護士 1、2 人が担当するということは不可能である。すなわち、多くの
専門分野の弁護士らが一緒に集まって処理しなければならない案件が増えている。それに
最近は法律関連職域の専門家ら(弁理士、税理士、公認会計士ら)が 1 つの事務所に属し、い
わゆる法律関連のワン・ストップサービスを受けたがる顧客が増えている。したがって、
このような顧客の需要に応じるために、法律事務所がますます大型化・専門化して行って
いるといえるので、このような点を高く評価する顧客も増えている。また、このような事
務所の規模や体制が顧客らには良いイメージを与え、その法律事務所のブランド向上に多
くの影響を与えている。
事務所の位置も、顧客には重要な要素であって、特に個人顧客の場合、便利に接近し得
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るところに事務所を設けているのを選好するのは当然である。また、事務所の位置は法律
事務所グローバル化とも関連がある部分もある。法律事務所 H の場合、日本に事務所があ
るため、日本顧客が案件を依頼するという点を見逃すことはできないといえる。
C. 接客及び応対態度
接客及び応対の態度も重要な部分である。法律事務所を来訪する顧客は、大部分の場合、
精神的に余裕のない場合が多い。そのような顧客に対しては最大限、礼儀正しく応対しな
ければならず、それらの難しい点を理解しようと努めるという姿勢を見せなければならな
いということが重要であることは明らかである。弁護士として、顧客応対の時に忘れては
ならない部分は、顧客の側に立って理解をしようと最大限努力はするが、客観的な視覚は
堅持しなければならないということである。当事者である顧客のような側に立っていなが
らも、公正かつ客観的な視覚を持たなければならない。また、弁護士でない法律事務所の
職員らの接客及び応対態度も顧客に多くの影響を与える部分であるといえる。
D. 事務所の広報など
自分の法律事務所がどのような点で強みないし専門性を有しており、どのようなネット
ワークを有しており、顧客のためにどのようなサービスを提供することができるかを知ら
せる広報活動も重要である。特に、情報化時代において、広報活動に対する重要性はより
高まっていくであろう。インターネットの普及などによって法律サービスの需要者らが関
連法律情報や弁護士らに対する情報を直接検索するのが可能になったため、このようなイ
ンターネット媒体を活用した広報が重要視されている。そうして、最近、大部分の法律事
務所はホームページを開設して、自分らが直接扱った事案や実績などを紹介している。ま
た、大手法律事務所が各専門チームのパートナー弁護士を中心にしたセミナー活動を開催
することなどもこのような活動の一環であるといえる。このような広報活動を通じた事務
所のブランド戦略も一貫性をもって展開していかなければならないと思う。
3) コミュニケーションの要因
A. 基本的コミュニケーション
担当弁護士と顧客の間の密接な信頼性が要求されることは、法律サービスの特性の 1 つ
である。ところが、顧客との信頼性が生じるためには担当弁護士とのコミュニケーション
がうまくできていなければならない。このためには、弁護士個々人の基本的素養を磨かな
ければならず、弁護士が個々人らの人的ネットワークを拡充していくことが重要であると
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いえる。また、顧客が外国顧客である場合、顧客とのコミュニケーションのための外国語
能力も必要条件であるといえる。
B. 法律事務所のネットワーク
また、前述したクロスボーダー案件の場合、国内の弁護士だけでは顧客の需要に満足を
与えることができなくなる。このような場合、顧客のニーズを満たすためには国際的ネッ
トワークを有する法律事務所を探すしかない。このようなグローバル案件に対する顧客の
需要を満足させるためには、担当弁護士自身がある程度その分野及び現地に対する専門的
素養を有していなければならず、直接その事案を解決してくれる現地の法律事務所とのネ
ットワークを持たなければならない。
また、法律事務所内のネットワークも重要である。事案の複雑化･専門化によって、担当
弁護士 1 人が処理することができずに各専門弁護士がチームをなして業務を行わなければ
ならない事案が増えている状況であるので、海外の現地事務所とのネットワークも重要で
あるが、法律事務所内のネットワークも重要であると思う。
4) 公共的要因
法律サービスの公共的な側面も見逃してはいけない部分である。弁護士としての倫理を
守らない弁護士を顧客が信頼するわけがない。弁護士としての元々の在り方は社会正義の
実現に貢献するところにあるので、公共的要因を無視できない。特に、そのような公共的
側面を法律事務所のモットーとして立て、社会的イシューがある事件を主に扱う法律事務
所もあり、このような法律事務所に対して尊敬と信頼を示す顧客も多く存在する。
法律事務所に対する顧客のロイヤルティを規定する主な要因を整理すると下記の表のと
おりである。
表 4‐1 法律事務所に対する顧客のロイヤルティを規定する主な要因
専門性要因 マーケティング要因 コミュニケーション要因 公共的要因
(担当弁護士の)
･基本的素養①
･専門知識・見識②
･弁護士報酬③
･事務所の規模/位置④
･接客及び応対⑤
･事務所の広報戦略⑥
･基本的コミュニケーション
(人的ネットワークなど)⑦
･ネットワーク(対内外)⑧
･職業倫理⑨
･社会的評価⑩
※上記の項目には、筆者が便宜上①から⑩までの番号をつけた。
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(3) 主要要因の重要度の差異
上記にて検討した法律事務所に対する顧客ロイヤルティを規定する主要要因はすべての
顧客、すべての案件にまったく同じ重要度を有する訳ではない。顧客が企業であるか個人
であるか、外国人であるか国内人であるかによって上記の主要要因の重要度が変わるとい
うことは明らかである。また、案件が国内案件であるかグローバル案件であるか、一般的
事案であるか専門事案47であるかなどによって上記の主要要因の重要度が変化するといえ
る。例えば、国内企業顧客のグローバルで、専門事案の場合、様々な主要要因のうち、専
門性要因中の専門知識・見識、マーケティング要因中の弁護士報酬、コミュニケーション
要因の中のネットワークなどが相対的に重要度が高いといえる。これに反して、国内個人
の国内の一般事案の場合、専門性要因中の基本的素養、マーケティング要因中の弁護士報
酬、事務所の位置、接客及び応対、基本的コミュニケーション、公共的要因として職業倫
理及び社会的評価などが重要度が高いであろう。
このように顧客を企業・個人、外国・国内に分け、案件を国内・グローバル案件、一般・
専門事案に分けて分類した場合、上記の主要要因の項目中のいかなる項目が重要に作用す
るかを予想し、これを表で示したのが下記の表(4-2)である。
表 4-2 案件別に重要に作用する項目
企業(外国) 企業(国内) 個人(外国) 個人(国内)
国内案件
一般事案 ①③⑦⑧ ①③④⑦ ①③⑥⑦⑧ ①③⑤⑦⑨⑩ 
専門事案 ②③⑦⑧ ②③⑥⑧ ②③⑦⑧ ②③⑥⑧ 
グローバル案件
一般事案 ②③④⑦⑧ ②③④⑦⑧ ①③⑦⑧ ①③⑥⑧ 
専門事案 ②③⑥⑧ ②③⑦⑧ ②③⑦⑧ ②③⑥⑦⑧ 
※ 上記の表の①から⑩までの番号は、表 4-1 の各項目の番号である。
上記の表は筆者の弁護士経験による単純な予想に過ぎない。今後このような予想が正確
であるかについては実証ないし検証が必要だと思われる。しかし、いかなる組合せにおい
ても常に抜けないものは弁護士報酬(③)に関する項目であり、専門事案で最も重要な項目は、
やはり専門知識(②)とネットワーク項目(⑧)ではないかといえる。したがって、上記の 2 つ
の項目については法律事務所が最も気を使わなければならない項目ではないであろうか。
47
一般事案と専門事案の区別は事実上難しいが、ここでは、一応、弁護士であれば一般的に処
理が可能な事件を一般事案といい、専門的知識がなければ処理が困難な事案を専門事案という。
筆者が想定する一般事案の例は、一般民事・刑事事件、専門事案の場合は知的財産権や合併事
件などを挙げることができる。
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第 2 節 法律事務所 H の顧客満足戦略
本節では、上述したように、法律事務所に対する顧客ロイヤルティを規定する主要要因ら
に関して、法律事務所 H は具体的にどのような状況に置かれており、今後どのように対処
しなければならないかについて検討してみることにする。
1． 法律事務所 H の現況
法律事務所 H は、韓国ではビッグ 5 に入る大手法律事務所で、ワールドクラス・ローフ
ァームを目指すというビジョンを有しており、このようなビジョンの実現のために日本事務
所及びウズベキスタン事務所を開設したという点については第2章第4節で述べたとおりで
ある。ここではまず、現在の法律事務所 H が行っているグローバル戦略を含めた顧客満足
戦略について検討してみることにする。
(1) 法律事務所 H の意思決定構造
法律事務所 H は、大別すると、経営に参加するパートナー弁護士と、経営に参加しない
アソシエート弁護士、顧問弁護士、各専門委員、及び一般職員から構成されている。したが
って、法律事務所 H はパートナー弁護士らが共同経営する体制をなしているといえる。そ
れゆえ、経営の骨幹をなす重要政策はパートナー会議で決定し、パートナー会議に上程する
議案決定ないし一般的な政策決定は代表弁護士とマネージングパートナー及び若干名の運
営委員からなる運営委員会で決定し、これをマネージングパートナーが執行する。また、運
営委員会の下に各種案件を扱う小委員会があって、各事案によって小委員会が決定した後、
運営委員会に上程し、重要な事項はパートナー会議を経ることになる。
海外戦略の次元において、海外事務所を開設するか否かは、法律事務所 H の経営の重要
な事項であるので、やはり運営委員会で検討した後、パートナー会議を経て決定したもので
ある。したがって、日本事務所をはじめとした海外事務所の開設は、パートナーらの合意に
よる結果であるといえる。パートナー共同経営体制であるので、各パートナーらの利害関係
によって意思の一致を見られない場合があり、意思決定が遅くなる場合もあるという点で問
題点もみられる。
様々な小委員会の中に広報小委員会があるが、ここで法律事務所 H のビジネス・ディベ
ロップメントに対する重要意思決定をしている。この広報小委員会は、パートナー弁護士ら
と一般職員のうち、それぞれ若干名からなるが、法律事務所 H の基本的な広報戦略などを
担当している。
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(2) 今までの顧客満足戦略
上記においても検討したが、法律事務所での顧客満足とは、法律サービスの品質さえ良け
れば、又は結果さえ良ければ顧客は満足するという程度の認識にとどまっているのが韓国と
日本の状況であり、法律事務所 H もこれと大きな違いはなかった。広報委員会をつくって
自分なりにビジネス・ディベロップメントのために戦略を作り始めたが、上記のような顧客
に対する認識が変わらなかったため、特別に実効性のある戦略が出てこなかった。
広報小委員会で行う業務は主に弁護士らの人的ネットワーク管理、マスコミに対する広報
管理などである。多くの弁護士らが所属していると、各弁護士別に異なる人的ネットワーク
を有しているものであるので、これを体系的に管理しようとすることと、法律事務所 H が
直接扱った事案に対するマスコミを通じた広報活動、ホームページ管理などが主な業務であ
るといえる。しかし、このような戦略は法律事務所 H の立場からの単なる広報業務に過ぎ
ないのではないか。果たして顧客の立場で顧客の願うサービスが何であるかという観点から
ではなく、ただ法律事務所 H の立場ないし論理で顧客を獲得しようとする戦略に過ぎない
ものといえる。弁護士らの人的ネットワークを利用して、特定企業の事件を担当したり、特
定プロジェクトに参加しようとする戦略が効率的でなく、悪い戦略だということではない。
問題はこのような戦略にだけとどまっているということにある。すなわち、顧客の立場ない
し論理において顧客の満足度を高めようとする認識と発想の転換が必要であるといえる。
このような認識は、日本事務所の開設時にもそのまま現われた。顧客の必要により、顧客
のニーズに応じるために日本事務所を開設しようと思った訳ではなかった。日本と韓国の間
の交流と交易が多いので、韓国の法律事務所の現地事務所を設置すれば需要があるであろう
という漠然とした需要予測によって日本事務所の開設を推進し、ワールドクラス・ローファ
ームを目指すというビジョンとも背反しないという理由で、安易に日本事務所開設を推進し
たのであった。もちろん日本事務所の開設を推進した張本人である筆者の考え自体に顧客満
足という概念がその程度にとどまっていたからであった。ただ、日本に韓国の法律に関する
法律的需要が存在するはずで、法律事務所 H が提供することができる法律サービスが質的
な面では自信があるという、すなわち品質さえ良ければ顧客は満足するという、そのような
認識にとどまっていた訳である。そこで、開設 4 年になる日本事務所は未だ本軌道に乗って
いないと自己評価している。今後いかにすべきであろうか。
2．法律事務所 H の主要要因に対する対処方案
上記において法律事務所に対する顧客ロイヤルティを規定する主要要因を検討し、その主
要要因の各項目の案件別の重要度の差についても検討してみた。ここでは、このような主要
要因とその具体的項目に対して法律事務所 H はいかに対処すべきかに対する方法論を述べ
てみることにする。
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(1) 専門性要因
法律に対する基本的素養(①)については、最初の新入弁護士採用時から神経を使い、法律
に対する基本素養がある弁護士を採用しなければならないことが一番根本対処方法ではな
いかと思う。その後、先輩弁護士らの日々の指導などが必要であり、このような新入弁護士
に対する基本素養教育に投与した時間に対する補償制度がなければならない。
専門知識・見識(②)は、弁護士団体などで実施する専門講座に通う、大学院進学などを奨
励し、パートナーの下で専門チームセミナーを開いて継続的に研究する雰囲気を作らなけれ
ばならない。一定期間勤務後に外国留学の機会を付与することなども専門知識培養に良い機
会になるであろう。また、ベーカー･アンド･マッケンジーのような社内教育プログラムを運
営することも良いであろう。
このような対処方案のうち、法律事務所 H は基本的素養強化のために顧問弁護士らと新
人弁護士らとの対話時間を持っており、社内専門チームセミナーを開いており、一定期間勤
務後に留学の機会を付与している。 このような点は韓国の大手ローファームの場合はほと
んど似たようなものではないかと思われる。
(2) マーケティング要因
報酬(③)について、顧客は最も敏感に反応するようである。しかし、報酬を低く策定して
サービスの質が落ちるのであれば、顧客は大変深く失望するようである。したがって、この
部分は顧客が納得することができる水準の報酬体系を作っておいて、これを継続して守りな
がら、その代わりに顧客が満足するに足るサービスの質を高める方法しかないであろう。す
なわち、報酬に対する不満足はサービスの質に対する満足でカバーしなければならない。顧
客がサービスの質に対して非常に満足すれば、その顧客はむしろその法律事務所をより尊敬
することができるであろう。この部分は法律事務所のブランドとも係わることであるので、
法律事務所 H もパートナーらの間の意思合致で報酬基準をもっと合理的に作ってこれを守
るようにしなければならないであろう。
事務所の規模及び位置(④)は特に、グローバル案件の場合に影響力があるであろう。すな
わち、韓国の法律サービス市場の状況がよく分からない外国顧客の場合、まず韓国でその事
務所の規模が何番目かと言うことに影響を受けるようだ。そのために事務所の規模を大きく
して良い場所に位置を取って、高級なインテリアなどの投資が必要であろう。法律事務所 H
も事務所の規模を維持しようと努力しており、社内のインテリアなどにも気を使っている。
接客及び応対(⑤)は苦しい状況に置かれた顧客を安心させることであって、重要な部分で
ある。そのために専門講師を招待して接客や応対の技法などを学ぶなどの方法も考えられる
が、実質的な効果があるかに対しては未知数である。法律事務所 H もこのような方法を選
んだことがあるが、それほど効果があったとは評価していない。むしろ、ベーカー･アンド･
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マッケンジーのように、グローバルに共通のマニュアルを作ってすべてのグローバル職員ら
がこれを守るようにすることが、より徹底的な方法ではないだろうか。
事務所の広報戦略(⑥)のためには、マーケティング専門家らを主軸とする専門ディベロッ
プメントチームを作って運営した方が良いだろう。弁護士でないマーケティング専門家らが
法律事務所のブランド戦略とともに一貫した広報戦略を立て、受任事件の終了後に顧客から
不都合な点ないし是正事項があるか否かをチェックして、これを業務に反映するなど顧客満
足の側面でのビジネス・ディベロップメント活動が必要である。しかし、法律事務所 H は
このような組職もなく、単なる人的ネットワーク管理などをしているにすぎない。
(3) コミュニケーション要因
基本的コミュニケーション(⑦)のためには、パートナーなど先輩弁護士らが新人弁護士ら
の人的ネットワーク拡充のために手伝ってあげなければならない。NGO などの団体加入を
奨励するとか、外国語能力習得のための機会を与えなければならない。このためにアソシエ
ート弁護士に対する評価時にこれを考慮する方法なども考えられる。法律事務所 H もアソ
シエート評価項目に「自己開発のための努力があったか否か」という項目があるが、割り当
てられた点数が少なく、パートナーらもこれにあまり神経を使っていないため、果たしてこ
れがきちんと反映されているのか未知数である。このような状況は他の法律事務所の場合も
同じではないかと思われるが、結局基本的コミュニケーション能力開発は個々人の弁護士ら
の役割となってしまっているようである。
法律事務所のネットワーク(⑧)確保という次元で、グローバル展開に対する戦略を立てな
ければならない。顧客のロイヤルティを規定する主要要因の一つとして、グローバルネット
ワークを忠実に行うことが必要である。このためには現地に事務所を置く方法と、現地事務
所を直接置かずに現地の法律事務所と提携を結んでグローバル案件を処理して行く方法が
あるであろう。現地事務所を設ける場合は現地化を推進しなければならないが、どの程度の
現地化を推進するかに対しても様々な形態があり得る。このようなネットワーク形成によっ
てその事務所だけの専門的ノウハウを得ることができ、これがその事務所の専門性要因に良
い影響を与えるのは明らかである。
ところが、法律事務所 H の場合は、現在日本とウズベキスタンについては現地事務所を
置いてネットワークを形成しており、それ以外の国に対してはほとんどネットワークがない
状況である。それゆえ、日本事務所の場合、現地化の段階は第 1 段階にとどまっているが、
今後の成長のためには現地化の程度に対しても深く考えなければならないときになった。こ
れに関しては後述する。
事務所内のネットワークとは、事務所内の専門家チーム間のネットワークをいうが、この
ためには各専門チームパートナーらの間の利益分配に関する合意が前提にならなければな
らない。法律事務所 H はこのために継続して多くの議論があり、これは他の法律事務所の
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場合も同じであると思われる。
(4) 公共的要因
弁護士として職業倫理(⑨)を守ることは当然であるが、新人弁護士らにこれを教育する必
要がある。
社会的評価(⑩)も顧客の尊敬心を呼び起こす重要な要素であるので、法律事務所としては
社会的イシューになる事件に対して金銭的利益よりは共益的な側面で参加することを積極
的に考慮する必要がある。これもパートナーらの意思合致がなければならない部分なので、
法律事務所 H も事案の生ずる度にパートナーらが合議して決定している。
(5) まとめ
上述したように多くの主要要因のうち、マーケティング要因{特に、報酬(③)、広報戦略(⑥)
の項目}とコミュニケーション要因中の対外的ネットワーク項目(⑧)}以外で、他の法律事務
所と差別的優位性を設けることができる部分をみつけることが難しい。専門性要因や基本的
コミュニケーション項目や公共的要因などは他の法律事務所も多少内容の差はあるが、それ
ほど差別性はないようである。しかし、マーケティング要因とグローバルネットワーク構築
という点は他の法律事務所と確実な差別性を設けることができる部分であるから、法律事務
所 H もこのような差別性を設けることができる部分に傾注すべきであろう。つまり、合理
的報酬体系の確立及び持続、事務所広報戦略のためのビジネス・ディベロップメント専門チ
ームの組職、グローバルネットワーク形成などに傾注すべきであろう。
第 3 節 法律事務所 H のグローバル・マーケティング戦略
法律事務所のグローバル戦略が顧客満足戦略の一環で、法律事務所に対する顧客のロイヤ
ルティに影響を与える主要要因の具体的項目中の一つであるネットワーク形成という項目
と深い関連があるということは、上述したとおりである。ここでは、法律事務所 H のグロ
ーバル戦略に対して、特に日本事務所を中心として検討することにする。
法律事務所 H の日本事務所は現在、海外展開ステップの第 1 段階にあり、日本の法律事
務所と緩い提携関係を結んで、日本に係わる案件に対しては外国法共同事業を行っている。
最初、本国の顧客の必要によるものではなく48、日本顧客の韓国の法律に関する法律需要
を満たすという目的で開設した事務所なので、他の欧米の法律事務所とは最初が異なるとみ
ることができる。しかし、日本顧客の法律需要を満足させるという側面からみると似ている
点もあるといえる。
48
その理由は既に 1970年代前後から韓国の多くの企業が日本に進出して来ていたからでもある。
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日本事務所が継続して存続・発展していくのであれば、欧米法律事務所が経験して来た現
地化段階を経ることになるであろう。また、第 2 段階、第 3 段階へと発展していくとき、ど
のような姿で発展していかなければならないのか。これからが本格的なグローバル・マーケ
ティング戦略が必要な時期であるといえる。そのためにどうしなければならないか。上述し
たように、顧客ロイヤルティのための主要要因のうち、他の事務所と差別化ができる、合理
的報酬体系の確立及び持続、事務所広報戦略のためのビジネス・ディベロップメント専門チ
ームの組職、グローバルネットワーク形成などに傾注すべきではないかと思う(もちろんサ
ービスの内容と質に対しては顧客に満足を与えるということを前提とする)。
1．合理的報酬体系の確立および持続
日本現地にある韓国の法律事務所が法律事務所 H の日本事務所 1 箇所しかないとはいう
が、日本での独占的地位は享受していない。これは韓国と日本が地理的に近接しているとい
う点、日本企業の韓国支社ないし韓国の現地法人を通じて直接韓国の法律事務所に法律サー
ビスを要求することができるからであるという点、また、いったん取引関係を結んだ場合、
特別なことがなければ容易に取引先を変えないという日本特有の企業文化があるという点
等、様々な理由があるからである。したがって、法律事務所 H の日本事務所の立場ではよ
り合理的な報酬体系を準備しなければならないといえる。
現在、日本事務所は韓国の法律事務所 H の報酬体系にそのまま従っている。簡単にいう
と、訴訟業務に対しては着手金と成功報酬の形態で報酬を受け取るが、その報酬額は訴訟価
額に比例した一定比率で決まっている。訴訟業務以外の業務の場合は、通常タイムチャージ
形態で報酬を受け取っている。すなわち、案件を担当する弁護士らや専門職員らのタイムレ
ート(1 時間当りの報酬)を毎年決めておいて、その案件に投入した時間にタイムレートを掛
けた金額を報酬として請求する。通常の日本法律事務所もこれと似ている体系を有している
ものと思うが、日本の大手法律事務所や韓国の大手法律事務所の報酬体系に対してより詳ら
かに研究してみる必要があるであろう。これに対して、日本の法律事務所を含めた他の法律
事務所と差別性を設けることができる内容が何であるかに対してより深く研究をする必要
があるといえる。また、いったん、確立した報酬体系は特別な事情がなければ継続して持続
することも重要であると思う。
2. ビジネス・ディベッロプメント人材
現地の日本事務所は日本の法律事務所と提携関係を結んではいるが、緩い提携関係に過ぎ
ない。したがって、日本事務所の存在及び日本事務所を利用することで顧客らにメリットが
あるということを効果的に知らせるためには、現地でこのような活動をしてくれる人材が必
要であるといえる。これは現地事務所の現地化のためにも必要なものであり、現地化段階の
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ステップを踏んで上がっていくためにも必要であるといえる。
最初日本事務所を開設した当時、費用を最小化するために、最大限日本駐在の人員を簡素
化した。また、開設 4 年を迎える現在、本軌道に乗ったというに値する成果を収めていない
のが事実である。したがって、日本事務所にそのような専門人材を置くということはまだ時
期尚早ではないかという見解も強い。特に、ソウルの本事務所でさえ未だビジネス・ディベ
ロップメントの専門人材を設けていない状況で、日本事務所にそのような人材を配置すると
いうことは難しいのではないかと思う。このような状況においてどうすべきであろうか。
まず、考えられるのは、ソウル事務所にそのような専門人材(特に、グローバル・マーケ
ティング専門人材)を置いて、法律事務所 H の全体的なグローバル・マーケティング戦略を
顧客満足という観点で再整備して、日本事務所ではその戦略に従って動く方法である。しか
しながら、問題はグローバル戦略といっても各現地に皆精通した専門家ではあり得ないので、
現地別に専門家を捜さなければならず、果たして、その専門家が法律サービス市場に対する
素養を有しているかどうかも問題点として台頭する。
次に、考えられるのは、日本事務所でその専門家を正式雇用するのではなく、案件別に互
いに協力する関係、すなわちその専門家に法律事務所 H 及び日本事務所のマーケティング
戦略に対して全体的なプランを依頼する方法や、広報活動を担当する専門家と成果給で契約
を結ぶ方法などを考えることができる。
いずれにしても、必ず行わなければならない活動は、顧客の必要を満たすセミナー活動を
展開することである。韓国の法律内容などに対して必要性を感じる日本顧客に対して、その
必要とする分野などにフォーカスを合わせたセミナーを開き、日本の法律内容に対する必要
性を有する韓国顧客らに対して日本法律事務所などと提携してセミナーを開き、その顧客ら
各自が関心のある分野及び内容に対して直接説明することによってコンタクトする方法を
取ることである。現在、実際に日本事務所は、日本の会計法人とともに日本企業の韓国証券
市場への IPO 関連説明会などを開いている。
3. ネットワーク形成
日本事務所の業務のうち、韓国の顧客に対して日本の法律に係わる法律サービスを提供す
るにあたっては、外国法共同事業を行わなければならないが、現在の緩い提携関係だけでは
限界があるといえる。したがって、日本の大手法律事務所ないし中堅法律事務所とのネット
ワーク形成に傾注すべきであろう。日本国内にどれだけ多くの日本の法律事務所を知ってい
るかが、直ちに日本事務所の力の源泉になり得るものである。
日本の法律事務所とのネットワークというのが単純な人的関係ないし親密な関係にとど
まってはいけない。ビジネス的ネットワーク関係に発展しなければならない。そのためには、
互いに WIN-WIN できる関係、互いに案件を取り交わして、相互に協力し合うことができる
関係にならなければならない。しかしながら、日本の法律事務所に対して協力できる方法と
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は、結局、韓国企業の日本の法律に対する案件を紹介してあげることといえる。そのために
は、日本駐在の韓国企業は勿論、韓国にある企業に対しても日本事務所の存在ないしネット
ワーク力量を知らせて、そのような日本の法律に関する需要が法律事務所 H を通してやれ
ばうまく解決するという認識を持たせなければならない。そのためには、ソウル事務所と日
本事務所が協力してこれに関するマーケティング活動に傾注すべきであろう。
75
第 5 章グローバル時代における制約点および問題点
欧米のグローバル法律事務所は、既に多くの国にオフィスを開設してグローバル展開を
行っており、最近になって、日本と韓国の法律事務所もグローバル展開を始めた。しかし、
法律事務所のグローバル展開が絶対的に必要であるか否かという点については未だ異見が
あるようであるが、時代の変化による法律事務所のグローバル展開は既に逆うことができ
ない時代の潮流になったといえる。
ここでは、法律事務所がグローバル展開を行うにあたって、いかなる制約があり、いか
なる問題点を露出しているのかについて検討する。
第 1 節 グローバル展開時の制約
1. 法律上の制約
法律とは、元々その国に固有の文化的産物であるので、その国々によって異なって当然
である。したがって、各国は、その国の固有の弁護士選抜制度を有しており、法律サービ
ス市場を開放するとしても外国弁護士には一定の制限を置いて、外国弁護士が行うことが
できる業務について制限を与えている49。このような制約は、法律の性格から始まるやむを
得ない制約であるといえ、グローバル展開時、法律事務所が最も気を使う部分であるとい
える。
2. 現地化の制約
法律事務所が海外展開をするためには、その現地の法律と社会現象などについて調査を
行うものである。しかし、いくら緻密に調査するとしても現地の文化まで完全に理解する
のは困難であり、それゆえ、最初に現地に進出してある程度本軌道に乗るまでは相当な時
間がかかる。最初は本国顧客のニーズによって現地に進出したとしても、その現地事務所
が現地で継続的に存続して発展しようとすれば、現地での案件がコンスタントに入るよう
にならなければならない。そのためには、ある程度の時間がかかって当然である。特に、
日本のように取引先をあまり変えない企業文化を有する国では相当な時間がかかるものと
予想される。
49 日本の場合は、第 2 章第 4 節 2.を参照。
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3. パートナー選定時お制約
法律事務所の場合、現地化の時間を減らすために通常は現地の法律事務所と提携する。
この場合、どのようなパートナーを探すかということが重要であるといえる。しかし、現
地の大手法律事務所の場合、普通は外国の法律事務所と提携を結ぶことを憚る。なぜなら、
現地の法律事務所の立場でグローバル案件は相当な付加価置がある案件になるが、外国の
法律事務所が現地に入って来て自分らと提携を結んだら、むしろ自分らの仕事を奪われな
いかという恐ろしさを持っているからではないだろうか。
日本の場合もビッグ 4 に入る大手法律事務所は外国(特に、欧米)法律事務所と提携を結ん
でいていないが、これもそのような理由からであろう。このように法律事務所が現地事務
所を開設する場合、より規模があって、その現地にある程度のネットワークを持っている
現地の法律事務所と提携を結ぶというのが難しい実情である。それゆえ、現地のネットワ
ーク利用に限界があり、現地化に時間がかかる訳である。したがって、このような提携パ
ートナー選定時の制約も法律事務所のグローバル展開時の制約の一つと考えなければなら
ない。
第 2 節 グローバル展開時の問題点
法律事務所のグローバル展開によっていかなる問題が発生し得るであろうか。顧客満足
の戦略に立脚してグローバル展開をするのに、いかなる問題が発生するというのか。
法律サービスもサービスの一種であるので、顧客は自分らのニーズを満たしてくれる法
律事務所を訪ねていくはずであり、そのようなニーズを満たしてくれない法律事務所は訪
ねていかないであろう。したがって、法律事務所であるといっても、すべての法律事務所
が同じ収益をあげることはできず、どの時代のどの国家でも、収益を出す弁護士と収益を
出すことができない弁護士はいた。しかし、グローバル時代が到来することによってこの
ような二極化現象はますます深刻化して社会問題化していっているといえる。特に、弁護
士は公益の代弁者という本然の任務があり、このために弁護士らは弁護士団体に強制的に
加入することになっている。すなわち、弁護士自治が成り立って来た。しかし、弁護士ら
の二極化問題はこのような弁護士自治を弱体化させ、公益の代弁者という理念を希薄化す
る問題点を露出している。
ここでは特に弁護士らの二極化が激しいイギリスの場合50を挙げて、このような現象が日
本と韓国にも発生し得るのかについて検討してみる。
50
イギリスの弁護士は二種類あって、法廷に立てるベリシターと法廷に立てないソリシターが
ある。ここでの弁護士はソリシターを指す。
77
1. 弁護士社会の二極化問題－イギリスの場合
イギリスのソリシターの二極化現象とは、主として個人を顧客とし、コンベイヤンシン
グ(不動産譲渡手続き)、家事、刑事、遺言、人身事故などの伝統的業務を扱う「ハイ・スト
リート・ソリシター」(便宜上「町弁護士」とよぶ)と、主として大企業を顧客とし、金融、
会社買収、国際的紛争処理その他企業法務等を扱い、その多くはグローバルに展開する「シ
ティー・ファーム」(「企業弁護士」とよぶ)との間に生じた二極化現象を指す51。このよう
な二極化現象は多かれ少なかれ世界各国で生まれているが、イギリスではこれが特に先鋭
化した形で現れている。
2006年時点で81人以上のパートナーを擁する大事務所(全事務所の0.3％に相当)に全ソリ
シターの 22.3％が所属していた一方、全事務所の 46.3％を占める 1 人事務所に所属するソ
リシターは全ソリシターの 8.2％に過ぎなかった。また、1991-1992 年時点で、全事務所の 1％
に該当する大手事務所が全ソリシターの売上げの 41％を収めたのに対して、全事務所の
80％に該当する中小事務所は売上げの 25％を収めたにすぎず、また 1995 年に 1 人事務所の
7％が赤字経営であった。このような格差はその後にますます拡大し、2004 年には規模が
100 位までの大手事務所が 35％のソリシターを雇用して、全ソリシターの売上げの 50％を
収めた。このような二極化現象が生じた最大の原因はサッチャー政権による金融ビッグバ
ンを含めた規制緩和、グローバル化を背景にした一部事務所が異なる事務所を合併、買収、
それ以外の企業家的手法で急速に巨大化・国際化したことに比べて、他の事務所は伝統的
業務を続けて来たからである。
このような二極化の結果、ソリシターの同質性はなくなり、既にソリシターは一つの職
業ではなく、2 つの別の職業であるとまで呼ばれるようになった。町弁護士と企業弁護士は
事務所の規模、収入、顧客層、業務分野などが異なるだけでなく、経済的理解も職業的関
心も弁護士会たるロー・ソサエティに対する期待も全く異なる。町弁護士はソリシターの
伝統的権益を守ろうとすることに何よりも関心を持つ。これに対して、企業弁護士の関心
は規制緩和や国際競争力の維持、増進にあって、むしろロー・ソサエティの介入を嫌がる。
町弁護士の顧客の中心は個人や零細企業など社会経済的弱者であるため、顧客とのトラブ
ルや綱紀問題などソリシターの規律にはロー・ソサエティの介入が必須であるが、企業弁
護士の顧客は弁護士との力関係が対等以上の巨大企業であるため、トラブルの大部分はロ
ー・ソサエティの介入を必要とせず、市場原理によって解決される。そのため企業弁護士
はロー・ソサエティを必要な存在であると思わなくなって来た。このような二極化現象は
1980 年代以後、弁護士制度改革52にも大きな影響を及ぼし、結局、町弁護士らの反対にもか
かわらず企業弁護士らの非協力によって 2004 年クレメンティ報告書が受け入れられて、
51
吉川精一、「イギリスにおける弁護士の二極化と弁護士自治の弱体化」『人権と正義』2009 年
10 月号
52
特に法律扶助、コンベイヤンジング独占の禁止、顧客の苦情処理制度改革。
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2007 年法律サービス法として成立しながら、弁護士の最終的規律権限を「リーガル・サー
ビシーズ・ボード」(LSB）が持つようになり、弁護士自治が廃止された。
2. 日本と韓国にも同じ問題が起こるであろうか
日本の場合、一部の渉外事務所が弁護士数百人の規模となり、外国の法律事務所の日本
支店にも相当数の弁護士が所属している。したがって、日本の場合もイギリスのような弁
護士の二極化によって弁護士自治の弱体化が起きるのではないかという疑問が生ずる。確
かにこれらの事務所の業務内容、顧客層、収入などは伝統的な業務を行う弁護士とは相当
異なり、これによって弁護士の職業と人生観も異なるのではないかという予想も難しくな
い。
しかし、日本の場合、イギリスのような弁護士自治の弱体化はそれほど心配しなくても
よいものと思われる。その理由は弁護士の二極化は限定的でイギリスのような極端な現象
は起きていない。特に、日本の大手法律事務所もグローバル展開をしておらず、ある意味
では国内プレイヤーに過ぎないとみなければならず、業務内容においても中小法律事務所
も大手法律事務所で行う業務と同じ業務をしているからだ。また、日本の場合、日弁連が
弁護士の市民サービスや公共的活動の拠点として力強い存在であるからである。
韓国の場合も日本と同様である。韓国の大手法律事務所も結局は国内プレーヤーに過ぎ
ず、韓国の大韓弁協も市民に対するボランティアなど公共的活動の重要な拠点となってい
るからである。
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むすびにかえて
本研究は、グローバル化という時代の変化に伴う日本及び韓国法律サービス市場の変化
及び危機という状況認識に基づいて、韓国の法律事務所である法律事務所 H のグローバル・
マーケティング戦略を、欧米法律事務所の事例などを参考としながら、顧客満足戦略とい
う切り口から検討してみた。特に、法律事務所に対する顧客のロイヤルティを規定する主
要要因などを検討し、このような各要因別に対処方案など及び他の法律事務所と差別化が
期待される要因に対する法律事務所 H の対処方案等を検討してみた。また、法律事務所の
グローバル化に制約を与える点及びグローバル化による問題点についても検討した。
しかし、本研究では、法律事務所に対する顧客満足戦略について検討しながらも、顧客
らを対象としたアンケート調査などによる具体的実証・検討作業を行うことができず、筆
者のこれまでの弁護士としての経験、日本事務所の経営の経験などに基づいて、自分なり
の結論を下すほかなかったという点が非常に残念であった。法律事務所に対する顧客のロ
イヤルティを規定する主要要因がどのように顧客ロイヤルティとして現実化するのかとい
う構造化作業なくしては具体的な戦略樹立は限界があるので、本研究は未だ未完成段階に
あるということを正直に是認せざるを得ない。
それでも、本研究を通して法律事務所の顧客満足という観点でグローバル・マーケティ
ング戦略を考えるようになった点、法律事務所の顧客ロイヤルティを規定する主要要因を
筆者が自分なりに整理し、各要因別に対処方案を検討した点などは今後の法律事務所 H の
経営に若干の手助けになるのではないかと思う。
法律事務所の顧客満足というテーマは、今後筆者が実務をしながらも常に念頭において
今後も研究していくべき課題となった。本研究で不十分であった部分を含めて今後継続し
て検討していきたいと思う。
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